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論文概要 

 

論文概要 
本論文は，希釈燃焼ガソリンエンジンの着火性向上を目的とした，筒内ガスの高流動

化における，点火用電極チップの消耗低減と点火の省エネルギ化の両立を，研究目的と

する． 
CO2 削減要求の増大が見込まれる社会背景において，運輸部門は他産業と比べて高い

排出割合を今後も占める見込みである．そのため，ガソリンエンジンの燃費低減が求め

られている．そのための一般的な対策技術として，圧縮比の増大による熱効率の向上が

有効である． 
しかし，圧縮比増大によりノッキング等の異常燃焼や，NOx 等の排気増大が生じる．

そのため，燃費と排気の間にトレードオフが生じる．このトレードオフを解消する対策

技術の一つに，希釈燃焼がある．希釈燃焼により，燃費と排気を同時に低減できる．し

かし，希釈率の増大により，燃料混合気の点火性能が低下して，失火が生じる．そのた

め，燃費と失火の間に新たなトレードオフが生じる．このトレードオフを解消する対策

技術の一つに，筒内ガス流動強化と高エネルギ点火がある．これらの対策技術を組み合

わせた状態における実用性を確認するため，「高圧縮比」「高希釈率」「筒内ガス高流動」

「高エネルギ点火」を適用した対策エンジンを実機評価した結果，新たな副作用を 2 つ

確認した． 
副作用の 1 つ目は，点火プラグ電極の消耗増大による耐久性低下である．耐久性低下

により，自動車寿命の低下や交換部品の増大が生じる．これはライフサイクルアセスメ

ント（LCA）の観点において，CO2 排出量の増大要因である．そのため，上記対策エンジ

ンにおける点火プラグ電極の消耗要因を解明した上で，新たな対策技術を考案して効果

を検証した．その結果，以下の結論を得た．（1）放電の低電流期間を短くすることで，再

放電回数を低減できる．（2）再放電回数を低減することで，電極チップの消耗体積を低

減できる．（3）放電エネルギの時間配分制御により，再放電回数を従来比で半減し，同

時に燃焼安定性を向上した． 
副作用の 2 つ目は，点火コイルの消費エネルギ増大による電費増大である．電費増大

により，エンジンの発電負荷が増大するため，正味燃費は低下する．この正味燃費の低

下は，CO2 排出量の増大要因である．そのため，上記対策エンジンにおける点火コイルの

エネルギ出力特性と点火性能の関係を数値計算により解明した上で，対策技術を考案し

て効果を検証した．その結果，以下の結論を得た．（1）火炎核成長を阻害しない，電力需

給差削減コンセプトを提案した．（2）電力需給差削減のため，能動式コイルを追加した

点火コイルを試作し，点火エネルギの時間配分制御を可能とした．（3）点火エネルギの

時間配分制御により，点火の省エネルギ化と着火性を両立し，正味燃費改善の見通しを

得た． 
本研究の結果から，「高圧縮比」「高希釈率」「筒内ガス高流動」「高エネルギ点火」を適

用したガソリンエンジンへ，点火エネルギの時間配分制御を適用することにより，「燃費」

「排気」「耐久性」間のトレードオフを解消できる可能性があることが示唆される．
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t 時間 s 放電開始からの経過時間，または，

再放電後からの経過時間 

u 比内部エネルギ J/kg  

ug 流速 m/sec  

ugap 混合気の流速 m/s  
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α 局所容量 C と放電条件の係

数（電極で放出される全エ

ネルギのうち利用可能な割

合） 

-  

β ステファン定数とホットス

ポットの面積を含む定数 

-  

γ 金属中のエネルギの熱伝導

率に関連する幾何学的因子 

-  

ε 圧縮比 -  

η 熱効率 -  

ηeff 放電エネルギの伝達係数 –  
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θIG-10 放電開始から燃焼質量割合

10[%]へ至るまでのクラン

ク角度 

deg. 点火性能を評価するための一般的

な指標 

θhs ホットスポットから離れた

地点の定常温度 

K  

κ 比熱比 -  

λ 空気過剰率 -  燃料に対して，理論量の何倍の空気

が供給されたかを表す係数，=空燃

比/理論空燃比 

ρ 密度 kg/m3 気体や金属 

φ 当量比 - 空気に対して，理論量の何倍の燃料

が供給されたかを表す係数，=理論

空燃比/空燃比 

ω 角速度 rad/sec  
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第1章 背景 

本論文は，希釈燃焼ガソリンエンジンの着火性向上を目的とした，筒内ガスの高流動

化における，点火用電極チップの消耗低減と点火の省エネルギ化の両立を，研究目的と

する．この研究目的の背景を説明するため，社会課題を挙げた上で，エンジン技術によ

る社会貢献についての検討結果を述べる． 

1.1.エンジンの社会課題 

気候変動の増大 

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）とは，2015 年の国連総会

において全会一致で採択された，17 の世界的目標である（図 1-1）．SDGs には，法的拘

束力や罰則は無いものの，世界各国が目標達成へ向けて推進している．日本においては，

SDGs 推進のための具体的対策法（SDGs アクションプラン 2020）が策定されている． 

 

 
図 1-1 SDGs（持続可能な開発目標） [1] 

 

SDGs は，国連 [1]総会での全会一致へ向けた合意形成を得るため，先進国（目標 1～

6）と途上国（目標 7～12）の要望や主張を寄せ集めた内容になっている．そのため，そ

れぞれの目標間には，「環境と経済」「福祉と経済」「短期（緊急）と長期」など，トレー

ドオフの関係になり易いものが混在しているが，優先順位は定められていない．そこで，
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エンジンに関しては，Global Fuel Economy Initiative（GFEI） [2]が選定した目標 7 と目標

13 への技術的貢献が求められている． 

目標 7 の内容は，「すべての人々の，安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギへ

のアクセスを確保する」となっている．エンジンは主に化石燃料を消費して動作する機

械である．BP [3]によると，化石燃料は限りある地球資源の一つであるため，消費抑制策

が必要である． 

目標 13 の内容は，「気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる」とな

っている．この気候変動とは，平年の平均的な気候からの偏差という意味で用いられる．

図 1-2 はエコライフ [4]による世界平均気温と世界平均海水上昇の遷移を示している．

近年，気温と海面の上昇が観測されていることから，気候変動の軽減策が求められてい

る． 

 

 

図 1-2 気候変動の例 [4] 

 

CO2 排出量の増大 

目標 13 への対応として，パリ協定では世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて

2℃より十分低く保ち，1.5[℃]に抑える努力をするという長期目標が掲げられた．気温上

昇の要因である，温室効果ガス（GHG：greenhouse gas）には，二酸化炭素（CO2），メタ

ン（CH4），一酸化二窒素（N2O），フッ素化ガス（F-GASES）などがある． 

図  1-3 はこれらの排出量の遷移を示しており， International Council on Clean 

Transportation（IPCC） [5]によれば温室効果ガスの排出量は増加を続けている．そして図 

1-4 へは温室効果影響の内訳を示しており，United States Environmental Protection Agency

（EPA） [6]によると温室効果ガスの中で最も多いものは，CO2 である． 
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図 1-3 GHG 排出量の遷移 [5] 

 

 
図 1-4 温室効果影響の内訳 [6] 

 

しかし，気候変動と CO2 の関係は十分に解明されているとは言えない．例えば，大嶋 

[7]は図 1-5 へ示すように，気温の変動要因を地球公転軌道や太陽との距離などであると
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する仮説を示している．その他にも，図 1-6 へ示すように，大気中の CO2 濃度が現在よ

りも過去の方が数倍から数十倍も高かったとする推計もある． 

これらの仮説や推計を発表した大嶋 [7]によると，現在の地球温暖化対策は，二酸化炭

素放出量削減だけが特効薬であると錯覚されているが，地球温暖化の環境影響評価の科

学的な根拠はほとんど明らかにされていない． 

 

 

 

図 1-5 地球公転軌道等と気温の関係 [7]  
図 1-6 モデルによる CO2 濃度推定 [7] 

 

そしてさらに，地球温暖化には様々な利点が考えられる．例えば地球の極地付近にお

いては，寒さによる死者数の減少，耕地拡大による食料問題の改善，北極海航路利用に

よる物流効率化などの副作用が期待できる． 

また，パリ協定の長期目標値は科学的な根拠に乏しく，非科学的な終末論やバージン

バイアス，同調行動などを利用した悪用が懸念される．例えば，CO2 排出量削減のための

投資を進めさせることで，将来の経済力を低下させると言ったような，経済戦争への間

接利用であるとも考えられる． 

そのため SDGs については，目標 13 よりも目標 7 を優先すべきと考える．   
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CO2 排出量の抑制手段 

Seth ら [8]によると，CO2 排出量抑制手段の中で最も効果的な手段は，図 1-7 へ示すよ

うに，少子化である．しかしこれは SGDs の目標 1～6 との間にトレードオフを生じる．

そのため，次点以降の手段を実現化する必要がある．具体的には，自動車の燃費低減や

再生可能エネルギの利用などがある．よって，CO2 排出量削減への効果的な手段という

観点から，自動車の燃費を低減する方策は必要である． 

 

 
図 1-7 CO2 排出量の抑制手段 [8] 

 

CO2 排出量の削減目標値として国連は，2070 年までにゼロにすべきであると報告して

いる．この 2070 年についての明確な科学的根拠を探しても見つからなかったが，国連目

標を達成するための CO2 排出量削減シナリオが，International Energy Agency（IEA） [9]

によって燃料種別と消費用途別で策定されている． 

図 1-8 と図 1-9 は策定されたシナリオに基づく，CO2 排出量の遷移を示している．こ

れによると，主にエンジンが関係する，石油（OIL）と運輸部門（TRANSPORT）につい

ては，2070 年時点において最も排出量が多くなると見込まれている．この石油と運輸部

門の両方に関係する主なものに自動車がある．よって，2070 年における CO2 削減要求の

観点からも，自動車の燃費低減は必要である． 
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図 1-8 CO2 排出量削減シナリオ（燃料種別） [9] 

 

 
図 1-9 CO2 排出量削減シナリオ（消費用途別） [9] 

 

その他，小鹿 [10]らが図 1-10 へ示すように，LCA（Life Cycle Assessment）の観点にお

いて，CO2 の排出には，直接的な排出の他に，製造や廃棄などによる間接的な排出もあ

る．しかし IPCC [5]が図 1-11 へ示すように，運輸部門における間接排出量は全体の 0.3[%]

程度であり，直接排出量の 14[%]と比べると十分に小さい．そのため，間接排出よりも直

接排出の CO2削減へ注力すべきである．よって，自動車製造時の CO2排出量削減よりも，

自動車走行時の燃費低減が必要である． 

 

IEA 2020. All rights reserved.
Notes: CCS = carbon capture and storage. SDS= Sustainable Development Scenario.
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図 1-10 自動車の評価対象範囲 [10] 
 

図 1-11 CO2 排出量の分類 [5] 

 

次に図 1-12 と図 1-13 は，運輸部門の CO2 排出量の遷移について，IEA [9] [11]による

輸送機器別の過去実績と将来目標を示している．従来と今後の双方において，陸上車両

が最も多く，その中でも自動車の割合が大きい．よって，CO2 削減効果の観点からも，自

動車の燃費低減が必要である． 

 

 

図 1-12 輸送機器別（過去実績） [5] 
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図 1-13 輸送機器別（将来目標） [9] 

 

さらに IEA [11]は，輸送機器と燃料種の関係を示している．図 1-14 によると，小型乗

用車によるガソリン消費が最も多いことが分かる．よって，CO2 削減効果の観点より，ガ

ソリンエンジンの燃費低減が必要である． 

 

 
図 1-14 輸送機器と燃料種の関係 [11] 
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ように，化石燃料から水素や電気など，代替エネルギなどへの転換が検討されている． 
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図 1-15 乗用車の販売台数予測 [2] 

 

 

図 1-16 エネルギ構成シナリオ [9] 
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図 1-17 従来政策による車種構成 [12] 

 
図 1-18 適度な政策による車種構成 [12] 
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いる． 
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へ示すように航続距離などの利便性や WTW CO2 排出量の面でもエンジンの方が高性能

である．そのため，消費者にとって，水素自動車や電気自動車の購入は難しい状況であ

る． 

 

 

図 1-19 自動車の利用エネルギごとの費用 [11] 
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図 1-20 WTW CO2 排出量と航続距離 [11] 
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内燃機関技術研究組合（AICE） [16]では内燃機関搭載車両におけるカーボンニュートラ

ルに向けた技術シナリオの検討をしている．この検討においては，今後の内燃機関搭載

車両として，ガソリン車の電動化技術を搭載したハイブリッド車（HEV や PHEV）を前

提に WTW CO2 排出量の低減策を検討している． 

このハイブリッド車の販売数見積りについて，IEA [11]が試算した結果を図 1-21 へ示

す．図 1-21 によると，従来の 4[℃]未満目標と比べて，改善案ではガソリン車とディー

ゼル車は減少しているが，これに代わってハイブリッド車が増加している．その結果，

2050 年において少なくとも年間 1 億台の自動車へエンジンが搭載される見通しである．

これは，今後もエンジンの生産台数が増加することを示している． 

 

 

図 1-21 自動車販売台数予測（4℃未満目標と改善案） [11] 

 

しかし，WTW CO2 排出量の低減について，現状政策に加えてエンジンの改良や電動

化技術の投入を行ったとしても，目標達成の見通しは得られない．図 1-22 と図 1-23 は，

GFEI [17]により試算された，新型車導入に伴う WTW と TTW 双方についての CO2 排出

量の削減見通しが示されている． 

 

 

図 1-22 WTW CO2 排出量削減効果 [17] 

 

図 1-23 TTW CO2 排出量削減効果 [17] 
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次に図 1-22 と図 1-23 を基に GFEI [17]が見積もった，全体の WTW CO2 排出量を図 

1-24 と図 1-25 へ示す．現在の見通しでは，WTW で 2000[Mtones]以上の目標未達である．

これは現状政策維持の場合を基準にすると，さらに約 10[%]分の CO2 排出量低減策が必

要である． 

 

 

図 1-24 WTW CO2 排出量推計 

（政策積み上げ） [18] 

 

図 1-25 WTW CO2 排出量推計 

（輸送機器別） [18] 

エンジンの課題 

CO2 総排出量をさらに低減するにあたり，現実的な対応策として，主要排出国の規制

強化がある．ICTT [19]（International Certificate Testing Technology）による図 1-26 の CO2

国別排出量へ示すように，CO2 排出量が多い国には偏りがある．例えば，日本が CO2 排

出量の規制を強化することで，多額の投資を費やして CO2 排出量をゼロにしても，全世

界の 10[%]分を削減することはできない．そのため，GFEI [2]が図 1-27 へ示すように，

主要排出国における自動車の CO2 排出量の規制強化が進められている． 

ここで一般的に，単位燃料から得られる発熱量と，これを完全燃焼した場合の CO2 排

出量は比例関係にある．そのため本論文では，CO2 排出量と燃費を等価として扱うこと

とする． 

  



第 1 章 背景 

- 28 - 

 

図 1-26 国別の CO2 排出量 [19] 

 

 

図 1-27 国別の燃費規制 [2] 

 

自動車の CO2排出量規制値と燃費規制値について，ICTT [20]による今後の見通しはそ

れぞれ図 1-28 と図 1-29 へ示すとおりである．そして FOURIN [21] [22]のレポートによ

ると，自動車の CO2 排出量規制は今後も強化される見通しである．これに伴い，自動車

は今後 10 年以内に現在比で約 50[%]の燃費低減が必要となる見込みである．  

 

IRN

EGY 
4,200

UKR 
6,500

PAK 
5,100

IND 
74,000

BGD 
4,800

USA 
22,000

MEX 
8,100

BRA 
5,700

JPN 
9,900

POL 
4,200

GBR ITA 
8,400 7,800

FRA 
6,400

ESP 
3,200

NLD

DEU 
13,000

RUS 
13,000

CHN 
114,000

THA PHL

IDN 
7,100

Trade bloc
AMU
Andean Community  
ASEAN
Australia 
CARICOM  
CEMAC
China  
CIS 
EAC
ECOWAS 
EU & EFTA  
GCC
Japan 
MERCOSUR  
NAFTA 
SAARC 
SADC
SICA
South Korea  
Turkey 
Other Africa
Other Americas & Caribbean  
Other Asia & Oceania
Other Europe 
Other Middle East

  

 
 

    
   



第 1 章 背景 

- 29 - 

 
図 1-28 CO2 排出量規制値 [20] 

 

 

図 1-29 燃費規制値 [20] 

 

以上のことより，エンジンの社会的な最優先課題の一つは，ガソリンエンジンの燃費

低減である． 
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1.2.ガソリンエンジン 

ガソリンエンジンの構成 

一般的なガソリンエンジンの構成を図 1-30 へ示す．このガソリンエンジンの主要な構

成部品は，吸入ガス量を調節するスロットル，燃焼室へのガス出入りを制御するための

弁，燃焼室へ導入されたガスを点火するための点火プラグ，燃焼に伴う高圧ガスをクラ

ンク軸へ伝達するためのピストンなどである． 

そしてガソリンエンジンは，熱力学サイクルの分類上ではオットーサイクルとなり，

火花点火内燃機関の一種である．そしてこの火花点火内燃機関とは，筒内の点火プラグ

の発する火花により燃料に点火する容積型内燃機関の一種である． 

 

 

図 1-30 ガソリンエンジンの構成例 
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この点火プラグの性能は，電極材料，電極設計，および使用条件（温度，雰囲気，火花

エネルギ，電流など）に大きく依存する．そして Rager ら [23]によると，点火プラグの

電極の耐久性は，主に電極の消耗によって生じる電極ギャップの拡大によって決定され

る． 

この電極には陽極と陰極がある．一般的な点火回路の場合，中心電極は陰極（カソー

ド），接地電極は陽極（アノード）へ接続されている．本研究においては，接地電極と比

べて電極消耗量が多くなる，中心電極を対象に研究する． 

火花点火 

ここで火花点火とは，電気エネルギを用いて火花放電し，放電経路から燃料ガスへの

伝熱により，燃料を発火点まで加熱して酸化の連鎖反応を生じさせることである．この

電気エネルギを用いて火花放電するための点火装置の一つに，点火コイルがある．図 

1-31 は，自動車用エンジンに用いられる一般的な点火コイルの，回路図と出力特性を示

している． 

点火コイルの回路図より，点火コイルは主に 1 次側と 2 次側のコイルおよび通電制御

素子（IGBT など）によって構成されている．1 次側コイルの通電を遮断すると，磁束変

化に伴う電磁誘導により，2 次側コイルへ電位差が生じて昇圧した電力が出力される． 

そして，混合気中の電極間に必要な電圧が加えられる．放電初期では回路の容量分に

蓄えられた静電エネルギが放出され（容量火花），続いて回路の誘導分による火花（誘導

火花）が出力される． 図 1-32 は筆者ら [24]によるグロー放電中における火花の放電経

路外観を撮影した例である．撮影方法の詳細については後に述べる．この火花放電の詳

細な現象を，以下へ述べる． 

 

 

図 1-31 火花点火現象の概要 
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図 1-32 グロー放電中における火花の放電経路外観例 [24] 

放電中の電圧遷移 

ここで火花点火とは，電気エネルギを用いて火花放電し，放電経路からの伝熱により，

燃料を発火点まで加熱して酸化の連鎖反応を生じさせることである．混合気中の電極間

に電圧を加えると，点火プラグの電極より放電する．Rager [25]によると，この放電過程

における電極間電圧遷移の模式図 1-33 より，放電は主に次の 3 つの段階に分類される． 

 

(1) 第 1 段階：導電性プラズマチャネルが形成されるブレークダウン 

非常に短い間に電極間の電子が増殖し，電極間の空間に導電性のプラズマが発生

する．この間，電極間に印加された電圧は数[kV]から 100[V]以下へ低下する．この

段階において，点火プラグの容量成分と誘導成分が部分的に放電される． 

(2) 第 2 段階：過渡的アーク放電 

約 1[μs]の期間において，点火プラグに蓄えられていた残留エネルギと，高電圧ケ

ーブルやイグニッションコイルの容量成分が放電される． 

(3) 第 3 段階：グロー 

点火コイルへ蓄えられたエネルギにより，数[ms]間の誘導放電が継続する．このグ

ロー放電における電流はおよそ 100[mA]未満である．点火コイルに蓄えられていた

残留エネルギの低下に伴い，電極への印加電圧が低下してグロー放電が停止する．

放電経路消失の結果，電極間の抵抗値増大により電圧が上昇して電圧波形は振動

する． 
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放電中の電流遷移 

Jeanvoine ら [26]は，高圧環境（5～10[bar]）において発生する，点火放電の一般的な電

流遷移を図 1-34 のように示している．最初の非常に短いブレークダウン段階は，点火回

路に蓄積された容量エネルギが数[ns]以内に放出される絶縁破壊に相当する．このブレー

クダウンとは，プラズマ放電の一種であるストリーマの機構によって電極間に導電路が

形成されることである．ブレークダウンにおけるピーク電流は，主に点火電圧と放電プ

ラズマおよび点火プラグのインピーダンスによって決定され，数 100[A]の値まで上昇す

る可能性がある．ブレークダウン後，点火システムのコンデンサに蓄えられていたエネ

ルギが放電され，数[A]の電流が流れる過渡的なアークが発生する． 

Rager ら [27]によると，このフェーズに続いて，約 1[μs]の短いアークフェーズが発生

する．この間に，高電圧ケーブルの容量とコイルの容量がエネルギを放出する．この第 2

段階の一般的な電流値は 10[A]のオーダである．そしてここまでの絶縁破壊とアークの段

階は，主に容量放電である．次に点火コイルが電流を決定すると，アーク相は定常状態

へ移行する． 

誘導放電開始時の電流はコイルによって決まり，通常は約 100[mA]台である．この段

階では，陰極表面全体にイオンが衝突して電子が放出される．この間，コイルは約 1[ms]

以内の期間でエネルギを放出する．Jeanvoine ら [26]によると，ここでは電流値が低いた

め，誘導放電はほとんどがグロー放電の形態をとる． 

 

 
図 1-33 放電中の電圧遷移 [25] 

（筆者にて英訳加筆） 
 

図 1-34 放電中の電流遷移 [27] 
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アーク放電とグロー放電の特徴 

Jeanvoine ら [26]によると，アーク放電とグロー放電は，陰極表面での電子放出メカニ

ズムが異なる．グロー放電では，陰極表面の比較的広い範囲からイオンや高速中性粒子

の影響を受けて，二次放出により電子が放出される．一方，Rager ら [28]によると，グロ

ー放電は電流密度が低いことが特徴であるため，その投入電力密度は低く，材料表面へ

対して目に見えるダメージを与えることはない．グロー放電と比べて，局所性の高いア

ーク放電では，入力電力密度が非常に高くなる． Llewellyn [29]によると，電流密度は，

106[A/cm2]のオーダの非常に高い値となる． 

点火と燃焼 

火花の通路の混合気にエネルギが与えられ，混合気が活性化することによって反応が

起こり，火炎核ができる．供給される電気エネルギが十分大きければ，周辺の混合気に

火炎が伝播し，燃焼反応が進行する．三好 [30] [31]と酒井 [32]による，ガソリンエンジ

ンにおける燃焼反応の化学反応式を式(1-1)へ示す． 

 
𝐶𝐶8𝐻𝐻18 + 12.5･02＝8･𝐶𝐶𝐶𝐶2 + 9･𝐻𝐻2𝑂𝑂 + �熱エネルギ� (1-1) 

 

ガソリンエンジンの燃費を低減するためには，式(1-1)において，より多くの熱エネル

ギを効率的に取り出す必要がある．従来からある一般的な熱効率向上技術として，圧縮

比の増大がある．この圧縮比εとは，内燃室における，最大容積 Vmax と，最小容積 Vmin

の比率であり，関係式(1-2)となる． 

 

𝜀𝜀 = 𝑉𝑉𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚
𝑉𝑉𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚

(1-2) 

ε：圧縮比[-]，Vmax：内燃室最大容積[m3]，Vmin：内燃室最小容積[m3] 

 

次に，圧縮比εと熱効率ηとの関係式(1-3)を示す． 

 

𝜂𝜂 = 1 − �1
𝜀𝜀
�

𝜅𝜅−1
(1-3) 

η：熱効率[-]，κ：比熱比[-] 
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筆者による式(1-3)の計算結果を図 1-35 へ示す．図 1-35 へ示すとおり，圧縮比の増大

に伴い，熱効率も増大する． 

 

 
図 1-35 圧縮比と熱効率の関係 

 
図 1-36 ガス温度と NO2 生成量の関係 [33] 

 

しかし，松岡ら [34]が示すように，圧縮比を増大することで，筒内ガスの圧縮圧力が

上昇する．ここで，エンジンの圧縮行程を断熱圧縮と仮定すると，圧縮圧力の上昇によ

り，筒内ガスの温度が上昇する．ここで Monika ら [33]によるガス温度と NO2 生成量の

関係図 1-36 においては，ガス温度の上昇に伴う NO2 生成量の増加を確認できる．その

結果，NO2 などの窒素酸化物（NOX）の生成が促進されて，NOX 排出量の増大を引き起

こす． 

この NOX による大気汚染と生体影響については，中島ら [35]によって調査されている．

この調査結果によると，大気中の NOX濃度と有症率との関係が示されており，特に呼吸

器への悪影響が問題となっている．そのため，中島らは NOX排出規制強化の必要性を述

べている．この様な背景により，自動車の NOX排出規制は強化されている． 

図 1-37 は日本国内における NOX 排出規制値の遷移を示すもので，1973 年を基準とし

ている．これによると，現在の NOX 排出規制値は 1973 年と比べて約 1/50 まで低減して

いることが分かる．この規制強化を達成するための主な排出防除技術として，NOx 吸蔵

還元触媒などの排気後処理がある．この後処理機能を強化することで，更なる排気規制

強化への対応も技術的には可能である．しかし後処理機能の強化により，自動車のコス

トや重量が増大するため，自動車の利便性や燃費性能は低下する．よって，エンジン燃

焼室からの NOx 排出量抑制技術は今後も必要である． 

その他，圧縮比上昇に伴う筒内ガス温度の上昇により，燃料ガスの着火点を超過する

と，点火時期以前の自己着火が生じる．自己着火は過大な圧力を引き起こし，ノッキン

グ現象が生じる．筆者ら [36] [37]が過去に実験を行った際の，正常燃焼とノッキング現

象発生時の筒内圧波形の例を図 1-38 と図 1-39 へ示す．図 1-38 と比べて図 1-39 は，燃

焼室内の各種ラジカルが活性化しており，圧力波形には異常振動を観察できる．圧力の
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異常振動（ノッキング）による異音や振動が大きくなると，エンジンの破損リスクが増

大する [38] [39]．よってエンジンの耐久性確保の観点からも，過大な圧縮比設定は避け

るべきである． 

 

 
図 1-37 日本国内における NOX 排出規制値の遷移 

 

 

図 1-38 正常燃焼時の圧力波形例 

 

図 1-39 ノッキング時の圧力波形例 
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つまり，圧縮比上昇による燃費低減においては，燃費（CO2）と排気（NOX）のトレー

ドオフが生じる．トレードオフ低減のため，燃費（CO2）と排気（NOX）を同時に低減す

ることが，ガソリンエンジンの課題である． 

 

1.3.希釈燃焼の作用 

国土交通省 [40] [41]の報告書によると，複数の燃費改善技術が検討されている．これ

らの中において，燃費と排気を同時に低減する対策技術の一つに，希釈燃焼があり，窪

山ら [42]，菅田ら [43]，森吉ら [44]などによって，検討が進められている．ここで希釈

燃焼とは一般的に，混合気を排気や空気などの不活性ガスで希釈して燃焼するものであ

る．ここで，希釈レベルの指標は複数あるため，主要な指標を示す． 

(1) A/F：空燃比[-]（混合気中の空気と燃料ガスの質量比） 

(2) F/A：燃空比[-]（混合気中の燃料ガスと空気の質量比） 

(3) λ：空気過剰率[-]（=空燃比/理論空燃比，燃料に対して，理論量の何倍の空気が供

給されたかを表す係数） 

(4) φ：当量比[-]（=理論空燃比/空燃比，空気に対して，理論量の何倍の燃料が供給さ

れたかを表す係数） 

 

菅田ら [45]によると希釈燃焼は，図 1-40 へ示すように，吸入ガスの希釈により筒内の

不活性ガスが増加するため，燃焼温度は低くなる．東野ら [46]によるとこの希釈燃焼に

よる直接的な効果は，図 1-41 へ示すように NOX の低減である．この直接効果を含む，

希釈燃焼による複数の作用効果について，以下へ説明する． 
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図 1-40 希釈率と燃焼温度の関係 [45] 

 
図 1-41 希釈率と NOXの関係 [46] 

 

理論熱効率の向上による燃費低減 

比熱は原子数に比例して低くなる．一般的に，燃料は空気よりも比熱比が低いため，

空気希釈に伴い，図 1-42 へ示すように燃料ガスの比熱比は増大する．そして，空気希釈

による燃焼温度低下により，さらに燃料ガスの比熱比が増大するため，図 1-43 へ示すよ

うに理論熱効率を向上できる． 

 

 
図 1-42 希釈率と比熱比の関係 

 
図 1-43 比熱比と熱効率の関係 

ポンプ損失の低減による燃費低減 

エンジンの発熱量と有効仕事には偏差があり，その原因は諸損失である．例えば，小

川ら [47]は諸損失の中の発電分について調査している．またトヨタ自動車 [48]は，環境
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温度の低下に伴う熱損失の増大について述べている．図 1-44 へ示すように，燃費低減の

ためには，諸損失を低減することが有効である． 

そして主要な諸損失の一つにポンプ損失がある．これは燃料ガスを希釈することによ

り，吸入ガス量を増大することができる．そのため森吉ら [49]，角倉ら [50]，中部産業

連盟 [51]によれば図 1-45 へ示すように，同一出力を得るためのスロットル開度が大き

くなり，スロットル弁による吸気通路の絞り抵抗である，ポンプ損失を低減できる． 

冷却損失の低減による燃費低減 

松野 [52]によると，図 1-44 における主要な諸損失の一つに，冷却損失がある．希釈燃

焼により，燃焼速度と燃焼温度が低下すると八光電機 [53]が 図 1-46 へ示すように，燃

焼室やシリンダ壁面から冷却水への伝熱量が低下して，冷却損失を低減できる． 

 

 
図 1-44 熱収支の例（負荷 50[%]） 

[49] [50] [51] 
 

図 1-45 ポンプ損失の概要 

燃焼温度低下による排気低減 

NOXは，一般的に 2000[K]以上の燃焼時に窒素が酸素と酸化反応して生成する．希釈率

の増大によって燃焼温度が下がり， 図 1-36 へ示すように NOX排出量が減少する．特に

A/F＞30[-]になると英ら [54]が図 1-47 へ示すように，燃焼温度が 1800[K]以下で NOXが

ほとんど発生しないので，三元触媒が使えない空気希釈燃焼でも高価な NOX の後処理装

置を不要にできる．例えば Monika ら [33]は，燃焼過程における NOx 生成メカニズムの

解明を数値計算により試み，NO2 の生成に及ぼす温度の影響を明らかにしている． 

 

0

20

40

60

80

100

排気

損失

機械

損失

未燃

損失

ポンプ

損失

冷却

損失

有効

仕事

熱
エ

ネ
ル

ギ
消

費
割

合
[
%]

筒
内
圧
力

[
P
a
(
G
)
]

筒内容積容積

大気圧O

膨張行程

圧縮行程

排気行程

吸気行程

圧縮容積 行程容積



第 1 章 背景 

- 40 - 

 
図 1-46 伝熱量と温度の関係 [53] 

 
図 1-47 希釈率と NOX生成量の関係 [54] 

 

1.4.希釈燃焼の課題 

一方で希釈燃焼には副作用もあるが，現時点では対策技術が十分とは言えない．そこ

で，副作用へのさらなる対策技術を検討する．次に希釈燃焼における，副作用の抑制に

関する先行研究と残課題を以下へ示す． 

希釈燃焼の先行研究 

一般的に希釈率の増大に伴い，着火性は低下する．図 1-48 は，Desmond [55]が希釈率

と最少点火エネルギの関係を示したものである．そしてさらに図 1-49 は，が希釈率と燃

焼速度の関係を示したものである．これらによると，希釈率の過小や過大に伴い，最少

点火エネルギの増大や燃焼速度の低下が生じていることから，着火性が低下しているこ

とが分かる． 

この着火性の低下に伴い，失火や半失火が生じると，出力のサイクル変動によるエン

ジンの振動増大などが生じる [56]．これに対して筆者らは最近の電動化技術を活用し，

失火による出力低下分をモータなどで補助する方法なども検討している [57] [58]．しか

し，この方法は電費が増大する上，仮に振動を抑制できても，熱効率低下や排気増大を

避けられない．そのため，さらなる着火性向上策は必要である． 
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図 1-48 希釈率と最少点火エネルギの関係 

[55] 
 

図 1-49 希釈率と燃焼速度の関係 [55] 

 

着火性改善策 

Kume ら [59]，松田ら [60]によると，着火性を改善する方法として，過去には成層燃

焼などが採用される事例もあるが，排気低減が難しいことから，採用例が少なくなって

いる．そして Marty [61]によると，これらに代わる着火性改善方法として，主に以下のも

のがある． 

 

・均一予混合圧縮着火エンジン（HCCI：Homogeneous Charged Compression Ignition） 

・火花点火制御圧縮着火（SPCCI：Spark Controlled Compression Ignition） 

・副室点火（PCI：Pre-Chamber Ignition） 

 

HCCI は図 1-50 へ示すように，予混合ガスを圧縮着火する技術であり，点火プラグを

用いずに着火する技術である．主な先行研究として Marty ら [61]の論文がある． 
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図 1-50 HCCI の燃焼コンセプト [61] 

 

白石ら [62]，川那辺 [63]，緒方 [64]によると図 1-51 へ示すように，この HCCI は今

後の排気ガス規制を満足しつつ，ディーゼルエンジンと同等の燃費を実現する可能性が

期待される． 

 

 

図 1-51 燃費低減技術の進化 [62] 

 

HCCI の主な効果は燃焼温度の低下による熱損失の低減にあるが，燃焼の適用が低～中

不可に限られ改善しないという問題も Fuerhapter ら [65]や Kuboyama ら [66]によって指

摘されており，HCCI を採用したエンジンは実用化されていない．これら HCCI の諸問題
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を改善するため，火花点火制御圧縮着火（SPCCI）が漆原ら [67]によって実用化されてい

るが，これは図 1-52 へ示すように，従来の火花点火（SI）との併用に近い形態である． 

 

 

図 1-52 SPCCI の燃焼コンセプト [67] 

 

次に副室点火（PCI）は米谷ら [68]が図 1-53 へ示すように，副室内で点火した燃焼ガ

スを，ジェット噴流として主燃焼室へ噴き出すことで体積的に着火するものである．体

積的な着火により，SI と比較して，燃焼速度の向上や着火性の改善効果を得られる． 

この PCI には，副室内に点火プラグ，または点火プラグと燃料噴射弁を設置したもの

が Carlos ら [69]や Adrian ら [70]によって検討が進められている．しかし，米谷ら [68]

による副室の構造例においては，図 1-54 へ示すように，副室内に既燃ガスが残留するこ

とによる着火性の低下や，副室の過熱による自己着火などの問題がある．ジェット点火

のみを採用した市販自動車用エンジンの実用化は未だ困難な状況である． 
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図 1-53 通常点火と副室点火の比較 [68]  

 

 
図 1-54 副室構造（水冷式） [68] 

 
図 1-55 副室構造（点火プラグ２個） [71] 

 

なお，上記問題を改善するため Magistrali ら [71]が図 1-55 へ示すように，従来の点火

プラグを追加した方法がマセラティ社により出願された特許が登録されている．これは

従来の火花点火（SI）との併用に近い形態である． 

つまり，HCCI や PCI は，抱える問題の大きさから，SI との併用が欠かせない状況に

ある．そのため，SI 自体の改良による，希釈率増大の検討が進められており，次に SI に

おける先行研究例を説明する． 

SI の先行研究例 

SI へ希釈燃焼を適用する場合の要求として，草壁ら [72]が図 1-56 へ示すように，筒

内ガスの乱れ強さ（乱流強化）があり，希薄燃焼の火炎は乱流の影響をより強く受ける

と菅田ら [43]や井上ら [73]より報告されている．そのため，筒内における乱流成分を見

積もるための数学モデルが考案され，乱流強化方法の検討が Peters [74]，David [75]，Liu
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ら [76]，Tang-Wei ら [77]によって行われている．具体的な乱流強化方法については，ク

ランク軸のロングストローク化や，吸気口の隔壁形状見直しが Tianyou ら [78]，Ikeya ら 

[79]，Nakata ら [80]，柿沼ら [81]，南波ら [82]によって検討されている． 

 

図 1-56 希釈燃焼への流動と点火エネルギの影響 [72] 
  

乱流強化と点火強化 

乱流強化の評価方法についても Richard ら [83]，Enaux ら [84]，Benoit ら [85]，Granet

ら [86]，Baum ら [87]，Baumann ら [88]，Shimura ら [89]によって検討が進んでおり，

計算値と計測値の比較検証が進んでいる．しかし，Müller ら [90]，Brian ら [91] [92]，沢

田ら [93]，佐々木ら [94]，保木本ら [95]によると，筒内の流動は，残留ガスの乱れや環

境温度などにより影響を受けるため，安定した乱流強度を発生することが難しい．そし

て井上ら [56]や Wei ら [96]によれば，乱流強度が燃焼サイクルごとに変わると，インジ

ェクタによる燃料噴霧形状が変化するため，着火性のサイクル変動が生じることになる． 

この着火性のサイクル変動に対応するためには，乱流強度に対応した点火強化が必要

である．そして乱流強度の変化に対応した要求点火性能について実験的に検討された結

果，放電エネルギに加え，放電電流が着火性へ影響することが，Bengt [97]，Walterら [98]，

Shy ら [99]，緒方ら [100] によって述べられている．そこで緒方ら [101]は，表 1-1 へ

示すように，様々な放電特性の点火コイルについて評価し，図 1-57 へ示すように EGR

限界へ寄与する放電仕様を調査した．その結果緒方ら [101]や草壁ら [102]によると，乱

流強化のみでは着火性は改善せず，点火強化における放電の高電流化が必要とされてい

る． 
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表 1-1 点火強化のためのコイル仕様 [101] 

 

 
図 1-57 点火エネルギと着火性

の関係 [101] 

 

なお，助川ら [103]，筆者 [104]，桑原 [105]によると，多気筒エンジンにおいて，希釈

方法として排気ガス再循環（EGR）を用いる場合は，吸入空気と EGR ガスとの気筒別混

合率に偏りが生じる．そのため，混合器の形状を工夫することでの改善も試みられてい

る． 

点火の高電流化 

点火強化における放電の高電流化について，高流動場においては放電経路が伸長する

ため，より高い電流が要求されることを，白石ら [106]や白石 [107]によって考えられて

いる．そして横森が図 1-58 へ示すように，点火性能を推定するための指標を実験的に求

める試みがされている．押領司ら [108]によると，一定期間の平均エネルギと一定期間の

平均電流は，点火性能との間で，高い相関が得られることを示している． 
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図 1-58 リーン限界拡大に必要な点火技術・流動強化策 [109] 

 

そしてこの提案などを基に，より高い点火性能を得るための点火方法が Shiraishi ら 

[110]やAlgerら [111]によって検討されている．具体例としては横森 [109]，Anqiら [112]，

坪井ら [113]が図 1-59 へ示すような多数の点火コイルを用いる方法や，白石 [107]，白

石ら [62]，Dongwon ら [114]，筆者 [115] は 1 個のコイルで複数回放電する多重点火を

検討している． 

 

 

図 1-59 点火強化システムの例 [109] 

点火の現象解明 

実験的なパラメータサーベイによる着火性改善手法の検討に加えて，点火の現象解明

へ向けた現象可視化など検討が Shiraishi ら [116]，今村ら [117]，Qingchu ら [118]，筆者 
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[119] [120]によって進められている．例えば横森 [109]が検討している粒子画像流速測定

法（PIV）は，エンジン筒内におけるガス流動の瞬時速度を非接触で計測する手法である． 

 

 

図 1-60 高速 PIV システムの概略 [109] 

 

そして堀 [121]による図 1-61，保坂ら [122]による図 1-62 へ示すように，点火の現象

解明結果を活用することで Amsden ら [123]，Jaehong ら [124]，Fan ら [125]，Duclos ら 

[126]，Gardinerら [127]，Rainer [128]により検討されている放電経路モデル，Gerhard [129]，

Cornolti [130]，山村 [131]，Sifoen [132]により検討されている点火回路モデル，堀 [133]，

Sayama ら [134]，増田ら [135]によって検討されている点火モデルについて高精度化が

進められている． 

 

 

図 1-61 点火モデルの概要 [121] 
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これらの構築された点火モデルは Hosaka ら [122]が図 1-63 へ示すように，CFD とと

もに燃焼モデルへ組み込まれ津江ら [136]，山下ら [137] [138]，中谷ら [139]の他，多く

の研究者によって乱流強化と点火強化の両方を加味した検討ができるようになった 

[140] [141] [142] [143] [144] [145] [146] [147] [148] [149] [150]．これらの計算には時間を要

するものの，吸気から排気へ至る過程を 3 次元で数値計算できるようになっており，よ

り効率的に点火性能向上を検討できる環境が整ってきている． 

 

 
図 1-62 点火コイルの回路モデル [122] 

 

図 1-63 火炎核成長モデル [122] 

点火強化の副作用 

以上のように，数値計算による見積り精度は向上しているものの，計算負荷の大きさ

などから，車載 ECU において点火時期におけるガスの点火性能を予測することは難しい

状態にある．よって，点火性能の安全率を確保するためには，点火エネルギや放電電流

をより増大する必要が生じる． 

しかしこれらの点火強化により，点火プラグの電極を通電する電流が増大するため，

以下のような副作用を英ら [54]，緒方ら [100] [101]，西尾 [151]，Hayashi ら [152]によ

って懸念されている． 

・電極の発熱による電極材の消耗体積増大（図 1-64） 

・電費増大による正味燃費の悪化（図 1-65） 

しかし，ガソリンエンジンの希釈燃焼における，電極材の消耗に伴う耐久性低下や，

電費増大を抑制するための実用的な先行研究は見つからない． 
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図 1-64 耐久評価における点火電極の外観例 

 

1.5.希釈燃焼の副作用 

耐久性低下の抑制 

既に述べたとおり，吸入ガスの希釈に伴い，燃焼が不安定になるため，筒内流動を強

化する研究が井上ら [73]によって推進されている．そして筒内の高流速場での着火性確

保のため，より着火性の高い点火方法が必要となっており，点火の高エネルギ化が坪井

ら [113]によって提案されている．一方で，高エネルギ化による点火プラグの電極消耗が

懸念される． 

   

New        Old(150h) New        Old(150h)
(a)Normal port (b)Tumble port

Center Electrode

Ground Electrode

Precious metal

Nickel alloy

 
図 1-65 正味燃料消費率と点火に要する燃料消費率 [101] 
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高エネルギ点火を用いた耐久試験結果の例を図 1-64 へ示す．これは，後述する表 2-3

と表 2-4 の試験条件にて筆者らが取得した実験結果である．新品と比べて，150[hour]運

転後は電極の形状が変化し，電極の消耗を確認できる．電極消耗はノーマルポートより

も高流動なタンブルポートの方が大きくなっている．特に，電極先端においては，消耗

抑制を目的とした貴金属チップが既に使われている． 

しかし一般的に，負極側となる中心電極は，正極側となる設置電極と比べて電極の消

耗が大きい．さらに，電極チップの消耗は，電極隙間の距離を直接的に延長するため，

燃焼性能への影響が大きい．そのため，EGR 燃焼向け筒内高流速エンジンにおける，着

火性と耐久性の両立を目的として，中心電極チップにおける消耗要因の特定と低減を試

みる． 

ここでタンブルポートとは，シリンダーヘッドにある吸気口の設計により，燃焼室内

へ導入された吸入ガスが縦渦（タンブル）を発生するようにしたものである．この縦渦

のガス流れによって，点火電極間の流速が増大するものである． 

電費増大の抑制 

既に述べたとおり，吸入ガスの希釈に伴い，燃焼が不安定になるため，筒内流動を強

化する研究が佐々木ら [94]によって行われている．そして筒内の高流速場での着火性確

保のため，より点火性能の高い点火方法が必要となっており，点火の高エネルギ化が緒

方ら [100] [101]，坪井ら [113]によって提案されている．しかし，点火の高エネルギ化に

よる電費増大は，正味熱効率の向上を抑制するため，燃費と電費のトレードオフが生じ

る． 

これまでに筆者ら [24]は，点火エネルギの時間配分に関する研究を行い，再放電の発

生抑制による点火プラグの電極消耗への影響を確認した．その後の継続研究において，

収録データの追加調査を行ったところ，再放電の発生抑制により点火性能も向上するこ

とを確認した．これは電費抑制と点火性能向上を両立できる可能性を示唆しているが，

現象解明の課題が残っているため，本研究では数値シミュレーションによる解析と実機

検証を実施することとした． 

図 1-48，図 1-67，図 1-68 は，後述する表 3-2 表 3-3 の条件において筆者らが収録し

たデータを用いて調査した波形例である．図 1-48 へ定常運転における図示平均有効圧力

（IMEP）の測定例を示す． 
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図 1-66 定常運転における図示平均有効圧力 IMEP の測定例 

 

図 1-66 の測定例には正常燃焼サイクル C と半失火サイクル D があり，それぞれにお

ける放電電力 W2 の測定波形例を図 1-67，図 1-68 へ示す．白石ら [106]によると C と D

の W2 波形では，ガス流速に追従した放電経路の伸長と再放電により，放電電力 W2 が変

動している．沢田ら [93]保木本ら [95]によるとこの変動周期は，D より C の方が短くな

っていることから，D の方が低流速であり，これが半失火および燃費低下の一因である

と考える．本研究では，燃費と電費のトレードオフ解消を目的として半失火抑制に有効

な点火エネルギの時間配分制御を提案する．そのために，数値計算を用いた提案手法の

現象解明と，実エンジンを用いた検証を試みる． 

 

 

図 1-67 サイクル C の放電電力 W2 波形例 

 
図 1-68 サイクル D の放電電力 W2 波形例 
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1.6.本論文の構成 

ガソリンエンジンの希釈燃焼において生じる，副作用の抑制を目的とし，以下の論文

構成とする． 

第 1 章：先行研究から希釈燃焼の残課題を抽出し，研究目的を設定する． 

第 2 章：火花点火における，耐久性低下の抑制技術を検討する． 

第 3 章：火花点火における，電費増大の抑制技術を検討する． 

第 4 章：検討結果をまとめ，総括を行う． 

1.7.章のまとめ 

本章では，社会問題よりエンジンの課題を設定した．最初に，SDGs の目標 7 と目標 13

への技術的な貢献方法を検討した．この２つの目標を達成するための，エンジンの社会

的な最優先課題の一つは，ガソリンエンジンの燃費低減である．しかし，燃費（CO2）と

排気（NOX など）の間にはトレードオフが生じる．そしてさらに，このトレードオフを

解消するための方策の１つに希釈燃焼がある．そして次に，希釈燃焼の副作用を抽出し，

研究対象を設定した． 

希釈燃焼による新たな問題として，着火性低下がある．先行研究について調査を実施

した結果，着火性低下については，筒内の流動強化や点火強化が有効であることが判っ

た．しかし，点火強化による，電極消耗や電費の増大が懸念される．そのため，希釈燃焼

ガソリンエンジンの着火性向上を目的とした，筒内ガスの高流動化における，点火用電

極チップの消耗低減と点火の省エネルギ化の両立を，研究目的とする．  
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第2章 耐久性低下の抑制技術 

2.1.調査 

火花点火における，先行研究の包括的なレビューと本研究の位置づけを示す．その上

で，耐久性低下の抑制技術を調査する． 

消耗要因 

電極の消耗要因について，先行研究の調査を基に検討を行う．アーク放電における電

極蒸気の生成と，それに伴う電極の浸食については，過去より多くの研究がなされてい

る [29] [153] [154] [155] [156]．例えば，放電の悪影響で電極金属が浸食される例として，

Llewellyn ら [157] [158]や Want [159]が研究している電気接点がある． 

その他，パルス電界による電極の浸食について数多くの研究例もある [160] [161] [162] 

[163] [164] [165] [166]．点火プラグについては，電極材料と浸食メカニズムについての先

行研究例があり，以下へその内容を説明する． 

電極材料 

電極材料について Rager [25]や Llewellyn ら [157]によると，浸食特性に関して有利な

のは，高い融点または沸点，高い密度，熱伝導率および熱容量，高い原子量，ならびに高

い耐酸化性および耐腐食性である．他にも，十分な電気伝導性，良好な熱衝撃性，製造

上重要な役割を果たす十分な延性などが重要な要件となる． 

そのため，Llewellyn ら [157]は表 2-1 へ示すように，様々な金属材料を組み合わせる

ことで，性能向上を図っている．これらの材料技術については，主に Chang ら [167] [168] 

[169]，Oshima ら [170] [171] [172]，Matsutani ら [173] [174] [175] [176]によって多くの特

許が出願されている．そしてこれらの出願内容において，主に扱われている材料は，ニ

ッケルと，貴金属（プラチナ等）である． 
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表 2-1 Data on Physical Properties and Erosion [157] 

 

浸食メカニズムの仮説 

Rager ら [23] [28]によれば一般的に，電極の消耗は放電プラズマと電極表面の相互作

用によって引き起こされる．そしてその詳細な電極の浸食メカニズムについては，主に

４つの仮説が議論されている． 

(1) 粒子放出モデル 

(2) 蒸発モデル（Llewellyn [29]の研究による） 

(3) スパッタリングモデル（Peter [177]の研究による） 

(4) 酸化物除去モデル 

これらの仮説を検証するため，Rager ら [23]によって高温圧力容器（図 2-7）を用いた

浸食評価試験が実施された．評価試験において，圧力容器へ封入するガスには，純窒素

または合成乾燥空気が用いられた．その結果，合成乾燥空気では電極の浸食を確認でき

たが，純窒素では顕著な浸食を確認できなかった． 

ここで，粒子放出モデル，蒸発，スパッタリングは，周囲の大気とはほとんど無関係

に起こると考えられている．そのため，酸化が主な浸食メカニズムであることが示唆さ

れた．酸化消耗について，ニッケルの場合は，誘電体として機能する酸化層が除去され

る，酸化消耗により電極の浸食が生じる．しかし，プラチナ等の貴金属は，高温でも酸

化層を形成しないことが Rager ら [23] [28]によって明らかにされた．よって貴金属の場

合，酸化消耗は，高い蒸気圧による揮発性酸化物の蒸発によって起こることになる． 

浸食現象の観察 

図 2-2 は Jeanvoine ら [26]によって撮影された，高圧下において単発放電により白金

陰極へ生じたクレータの外観例である．Burkhard [178]によると，これらのクレータの半

Measured Calculated

1 Ag 10.5 1950 4.2 0.23 108 0.33 0.34

2 Au 19.3 2600 2.9 0.13 197 0.34 1.1

3 Ir 22.4 4800 0.58 0.13 193 0.25

4 Pd 12.2 2200 0.7 0.29 107 1.51 1.59

5 Pt 21.4 4300 0.7 0.13 195 0.43 0.41

6 10% Ir-Pt 21.6 4400 0.31 0.13 94 0.63 0.81

7 20% Ir-Pt 21.7 4500 0.18 0.13 194 0.6 0.67

8 30% Ir-Pt 21.8 4600 0.2 0.13 94 0.54 0.54

9 Rh 12.4 3880 0.88 0.24 103 0.42 0.5

Transfer coefficient(cathode
loss) in cm:' x 10 -6/CNo.

Boiling
point[℃]

Thermal
conductivity

joules/sec cm/ü
C

Specific heat,
joules/ g℃ Atomic weightMetal Density

[g/cm3]
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径は 5～10[μm]である．Jeanvoine ら [26]によるとこのクレータにおいて，Eoin ら [179]

の研究による液体粒子の放出，Sylvain ら [180]の研究よる気化，または酸化が生じる結

果，電極の浸食が生じる．その結果図 2-1 へ示すように表面と層に作用する高いイオン

圧力により窪みが形成されて，液体金属がクレータの縁まで押し出され，そこで冷却さ

れて固化していることを Jeanvoine ら [27]や Raymond [181]によって明らかにされた． 

 

 

図 2-1 液滴排出モードの模式図 [28] 

 

図 2-2 単発放電によるクレータの SEM 写

真 [27] 

浸食現象の見積 

電極における浸食メカニズムを解明するため，数値計算によるクレータ生成シミュレ

ーションの例がある． 

 

(1) Llewellyn ら [29] [157]によって導かれた，放電ごとの蒸発体積（火花浸食）と電

極材料の物理的特性との関係式(2-1)． 

 

𝑣𝑣 = 𝛼𝛼𝑇𝑇 4 − 𝛽𝛽𝑇𝑇 4 − 𝛾𝛾𝛾𝛾(𝑇𝑇 − 𝜃𝜃ℎ𝑠𝑠)
𝜌𝜌{(𝑇𝑇𝑀𝑀 − 𝜃𝜃ℎ𝑠𝑠)𝑠𝑠 + 2𝑇𝑇𝑀𝑀 𝐴𝐴⁄ } (2-1) 
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v：1 回の放電で電極の金属が侵食される量または蒸発量，ρ：密度（金属），TM：金

属の沸点，k：熱伝導率，A：原子量，s：比熱，V：電圧（有効放電電位差），α：局

所容量 C と放電条件の係数（電極で放出される全エネルギのうち利用可能な割合），

β：ステファン定数とホットスポットの面積を含む定数，γ：金属中のエネルギの熱

伝導率に関連する幾何学的因子，θhs：ホットスポットから離れた地点の定常温度 

 

(2) Jeanvoine ら [26]による，有限要素法（FEM）を用いた，白金陰極上のクレータ形

成の熱シミュレーション． 

 

(3)カソードスポットにおける，イオン照射，電子放出，気化，融解，熱伝導などのモ

デリングについては，多くの研究者によって調べられている [182] [183] [184] [185] 

[186] [187] [188] [189]． 

その結果例えば，放電開始からクレータ形成までの時間は約 100[ns]で，その際の電流

範囲は 5～25[A]，などの現象が Jeanvoine ら [26]によって明らかにされた． 

浸食現象の影響因子 

電極における浸食メカニズムを解明する手段として，実験的なパラメータサーベイが

Rager ら [23]によって試みられている．その代表的な影響因子として，環境温度（図 2-3），

電極表面積（図 2-4），環境圧力（図 2-5），点火電圧（図 2-6）などがある． 

 

 
図 2-3 電極消耗と環境温度の関係 [23] 

 

図 2-4 電極消耗と電極表面積の関係 [23] 

 

これら影響因子の中で，点火電圧については，さらに詳細な調査が行われている． 

白金電極の場合，電極の浸食は点火電圧とともに増加する． 
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ここで図 2-6 の実験結果によると，容量成分ゼロを想定した場合でも，電極の浸食は

ゼロにはならない．よってこの場合の浸食は，点火電圧にほぼ依存しない誘導放電のみ

から発生し，電極の消耗に一定の量で寄与すると考えられる．つまりこの仮定において，

点火電圧に依存する追加の電極消耗割合は，容量放電に起因するものである． 

したがって，白金電極の耐消耗性は，点火システムや点火プラグの容量成分を減らす

ことで向上させることができる．ここで，パッシェン [190]の法則によれば，電極ギャッ

プの距離は点火電圧に直結している．したがって，Thomas ら [191]によれば電極ギャッ

プの距離が大きくなると，点火電圧が高くなり，点火プラグの寿命が短くなる．つまり，

電極ギャップの距離の変化により，コンデンサの放電に起因する過渡的なアーク相が大

きな消耗を引き起こすことを Rager ら [23]は明らかにした． 

 

 
図 2-5 電極消耗と環境圧力の関係 [23] 

 
図 2-6 電極消耗と点火電圧の関係 [23] 

 

放電の耐久性評価 

以上の研究事例は，Rager ら [28]が図 2-7 へ示すような主に机上の単発放電実験によ

る検討結果である．しかし，連続の多数放電実験を行うと，異なる傾向が示された． 

例えば，単発放電実験ではクレータによる電極消耗を確認できるが，耐久試験では放

電回数に応じた消耗量を確認できないことを Rager ら [28]は明らかにした．これは，白

金電極の消耗は，揮発性の酸化分子が形成されて蒸発することで起こるが，この酸化分

子の一部は図 2-8 へ示すような表面への逆反射により再付着するためと Rager ら [28]に

よって考えられている．よって，電極の表面積が大きいほど，蒸発した分子が表面に再

反射されずに逃げ出す確率が低くなるものと考えられている． 
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図 2-7 高温高圧の点火試験装置 [28] 

 
図 2-8 分子逆反射の模式図 [23] 

電極消耗の抑制方法 

以上の調査結果により，電極消耗の抑制には，容量成分の抑制，電極ギャップの縮小，

電極表面積の拡大が有効である．そのため，Rager ら [23]の先行研究においては，今後の

エンジンについて以下の見解が示されている． 

(1) 直噴エンジンのような最新のエンジンコンセプトでは，ポート噴射エンジンの約

10[m/s]と比較して，最大[30m/s]という非常に高い流速を示す． 

(2) このような高流速では，火花がかなり反り返る．そのため，火花プラズマや火炎核

からの熱放散による電極の消炎損失はほとんど無視できる． 

(3) これにより，電極ギャップを小さくすることが可能となり，点火電圧の低下と中心

電極径の拡大を実現する． 

(4) そして，中心電極の直径も大きくなり，耐消耗性の面でも有利になる． 

しかし，この先行研究においては，実エンジンでの評価はされておらず，ガス流動や

燃焼を伴わない圧力容器での検討評価に留まっている（図 2-7）． 

また，電極間ガスの高流速化に伴い，電極表面で蒸発した分子が風に流されることで，

表面に再反射されずに逃げ出す確率が高くなることなども懸念される．そのため，エン

ジンにおける電極消耗メカニズムの解明と消耗低減策を検討することとする． 

エンジンおける電極消耗 

図 2-9 は筆者による高エネルギ点火試験後の点火プラグ電極外観の例である．中心電

極を構成するニッケル（Ni）材において溶損を確認できる．この試験装置の構成を図 2-11

へ示す．逆流防止用のダイオードボックスを介して 16 個の点火コイルを並列接続するこ

とで，最大で約 2[J]の放電を可能とするものであり，電極消耗の加速試験用に筆者らが

制作した．そして次に図 2-10 へ西尾 [151]による点火エネルギと電極消耗の関係を示す． 
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従来において，電極の消耗要因は点火エネルギが支配的であると西尾 [151]は述べてい

る．しかし，従来の電極材は主にニッケル合金を使用している．これに対して，近年で

は，貴金属チップを採用することで，耐久性を保ちながら，電極径を細くしている．こ

れにより，火炎核から電極への伝熱低減や，電界強度の増大による，着火性改善が図ら

れている．しかしこの電極材質の違いによる，電極消耗メカニズムへの影響が考えられ

るため，調査を実施した． 

 

 

図 2-9 Ni 電極の高エネルギ放電試験例 
 

図 2-10 点火エネルギ電極消耗の関係 [151] 
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図 2-11 高エネルギ点火試験装置の構成 
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西尾 [151]による一般的なエンジンにおける，電極部位ごとの材質と消耗要因を表 2-2

へ示す．消耗要因には火花消耗と高温酸化がある．しかし，貴金属は酸化消耗が無いた

め，消耗要因は火花消耗である． 

 

表 2-2 電極消耗要因 

 

 

この火花消耗については，すでに述べた通り，点火放電の電流衝突面である電極が，

局部的に高温となり，溶解，離散するものである．この点火放電は容量放電と誘導放電

の合成である．図 2-12 は，貴金属電極が影響を受けるそれぞれのエネルギ供給源につい

て，西尾 [151]の文献を整理したものである．一般的に，誘導放電よりも容量放電の方が

高電流となるため，消耗体積についても同様の傾向を確認できる． 

 

 

図 2-12 電極消耗体積[fl]（femto litre） 

容量放電 

西尾 [151]によると容量放電のエネルギ算出式(2-2)について，静電容量 C は，点火プ

ラグや高圧コードなどの浮遊容量であり一定と考えられる．電極間の絶縁破壊に必要な

要求電圧 V2 についても，エンジンの運転を定常とすれば一定である．従って，電極を消

耗させる容量放電エネルギ E2 は一定であると仮定する．以上より，消耗体積は容量放電

の回数と相関があると考え，容量放電回数の発生要因を検討することとした． 

 

𝐸𝐸2 = 1
2

𝐶𝐶𝑉𝑉2
2 (2-2) 

No. Electrode Material Wear factor

1 Center

2
3
4 High temperature oxidation

Ground

Precious metal

Nickel alloy

Wear by spark

4.8 1.2 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Capacity Induction etc.
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E2：放電エネルギ[J]，C：静電容量[F]，V2：要求電圧[V] 

容量放電回数 

容量放電は短期間に高電流と高電圧を伴う．図 2-13 は風洞中の点火放電における，V2

と放電経路の遷移の例である．一度の点火放電の期間中に複数の容量放電があり，時間

の経過と共に周期が短くなっている．2 回目以降の容量放電を再放電と定義し，発生メカ

ニズムを検討した．本研究においては，過去の経験値を基に dV2/dt≧0.7[kV/μs] は容量

放電を伴う再放電と定義し，これ以外については容量放電を伴わない放電経路の短絡で

あると仮定した． 

 

 

放電経路の遷移を撮影するにあたり，図 2-14 へ示す専用の風洞実験装置を制作した．

透明アクリル管へ点火プラグを取り付けた状態で，掃除機で管内を吸引することでエン

ジン筒内の流動状態を模擬した．放電経路の再現性を確保するため，アクリル管の吸気

口へ整流板を取り付けることで，管内流れの乱れを抑制することに努めた．点火制御に

おいては，筆者が FPGA を用いて製作した簡易 SILS よりエンジンを模擬した信号を出力

 

図 2-13 風洞実験による再放電の波形例 
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させることで，実エンジンと同等の制御機能を実現できた．さらに各計測器からの出力

信号は AD 変換器を経由してパソコンへ収録される．簡易 SILS によりエンジンと同様の

時期基準信号を基に収録できるため，エンジンベンチ試験と同じ収録装置を用いた．こ

れによりエンジンベンチ試験とのデータ比較を可能にした． 

 

 

図 2-14 風洞試験装置の構成 

 

再放電 

図 2-13 において，放電経路は，時間の経過と共に風に流されて伸長している．放電経

路が流速で移動すると仮定した場合，放電経路長さは式(2-3)で表される． 

 
𝑙𝑙𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 𝑑𝑑𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔 + 2𝐶𝐶𝑔𝑔𝑢𝑢𝑔𝑔𝑡𝑡 (2-3) 

 

ここで V2 は Kim ら [124]による実験式より，放電経路長さから式(2-4)で算出できる．

この実験式の確からしさについては，今村らによって確認されている．そして今村ら 

[117]によると，グロー放電においてばらつきはあるものの Kim ら [124]の式は現象を良

く捉えていることが分かっている． 

 

𝑉𝑉2 = 40460 𝑙𝑙𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 𝐼𝐼2
−0.32 � 𝑝𝑝

𝑝𝑝0
�

0.51
(2-4) 
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次に点火コイルの出力電流 I2 は，時間に比例して低下するため，式(2-5)で算出できる． 

 

𝐼𝐼2 = 𝐼𝐼2𝑆𝑆 − 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡 (2-5) 
 

そして式(2-3)，式(2-5)を，式(2-4)へ代入し，V2 の遷移を算出できる． 

 

𝑉𝑉2 = 40460 �𝑑𝑑𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔 + 2𝐶𝐶𝑔𝑔𝑢𝑢𝑔𝑔𝑡𝑡� (𝐼𝐼2𝑆𝑆 − 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡)−0.32 � 𝑝𝑝
𝑝𝑝0

�
0.51

(2-6) 

 

lspk：放電経路長さ[m]，p0：大気圧[pa]，p：筒内圧[Pa]，I2：電流[A]，I2S：初期電流[A]，
ug：流速[m/sec]，dgap：電極間距離[m]，Cg：放電経路定数[-]（=1），CC：コイル特性定数

[A/sec]，t：時間[sec] 
 

ここで，点火放電時間は燃焼サイクルに対して，十分に短いため，dgap，Cg，I2S，CC，

ug，p，p0，を一定と仮定する． 

式(2-6)より，V2 は，電極間の流速に加えて，時間と共に上昇する．つまり，図 2-15 へ

表す模式図のように，出力可能電力 W2'と要求電力 W2 の差は時間と共に縮小するため，

流速が高いほど，より早期に電力不足が生じることから，再放電の周期は短くなる． 

 

 

図 2-15 放電中における電力不足期間を表す模式図 
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対策 

電力不足期間において，再放電が増加するため，対策には，W2'自体の増加による W2

との交差ポイントの遅延と，W2'の減少傾きの急峻化による電力不足期間の減少が有効で

ある．ここで本研究においては，W2'∝I2 と仮定した上で，電流補助による再放電回数の

抑制方策を考案し [57] [119] [192]，放電電流補助機能を付加した点火コイルを開発した 

[193] [194]． 

電流不足期間における電流を補うには，この期間の放電電流を増加させる必要がある

が，従来の 1 次コイルへ蓄積したエネルギの放出のみで実現させることは困難である．

そこで本研究では，従来方式の点火コイルの 1 次側へ 3 次コイルを追加し，このコイル

に蓄積したエネルギを電流補助に使用する方式を採用した．図 2-16 へ試作した点火コイ

ルの構成を示す． 

 

 

図 2-16 試作した点火コイルの構成仕様 
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3 次コイルは 1 次回路と同様に，IGBT と制御回路を備える．つまり 2 次電流の補助を

制御するための補助信号線が制御回路へ入力され，制御回路からは IGBT を駆動するた

めのゲート信号が出力される． 

図 2-17 へ試作した点火コイルの動作原理を示す．1 次コイルの通電が遮断されたこと

に伴い，2 次コイルで生じた電圧を受けて，点火プラグの電極間が通電する．通電期間中

に補助信号を ON にすると，3 次コイルで生じた電流変化が 2 次コイルの電流を増幅す

る．2 次コイルの放電期間中であれば，補助の期間を自由に設定できるため，放電エネル

ギの時間配分制御が可能である． 

 

 

図 2-17 点火コイルの動作を表すタイミングチャート 

 

図 2-16 の試作品を動作させた結果の I2波形例を図 2-18 へ示す．電流補助機能により，

ノーマルと比べて，出力可能電流 I2'の減少傾きが急峻になっていることから，電流不足

期間を短縮できる可能性を確認できた． 
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（a）電流補助なし    （b）電流補助あり 

図 2-18 点火コイル試作品を動作させた結果の I2 波形例 

 

以上，特定した電極の消耗要因について，考案した対応策を実エンジンへ適用し，検

証した結果を次に述べる． 

2.2.試験方法と試験装置 

試験方法 

本研究においては，次の手順で試験を行う． 

・単気筒エンジン（SCE）による，再放電回数抑制効果の検証 

・4 気筒エンジン（MCE）を用いた，電極消耗抑制効果の検証 

各エンジンにて筒内流速向上策を施した上で，V2 を測定し，再放電回数を算出する．

MCE では，耐久評価 150[hour]の後に，CT 撮像にて電極消耗の体積を評価する． 

試験エンジン 

試験用エンジンの仕様と運転条件を表 2-3，表 2-4 へ示す．低圧 EGR 付エンジンへ，

排気絞り弁を追加することで排圧を上げて EGR 率を上昇させ，点火時期を進角すること

で，筒内のタンブル流れが崩壊する前の筒内流速が速い期間に点火時期を設定した．運

転条件については SCE と MCE で共通とした． 
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表 2-3 試験用エンジンの仕様 

 

表 2-4 試験用エンジンの運転条件 

 

筒内流速の向上策 

筒内流速の向上を目的に，SCE と MCE の吸気ポートへ流速向上デバイスを追加した．

SCE は図 2-19 へ示すように，吸気ポートへ流路を分割する隔壁を設けることで，流路断

面積を小さくした．さらに，南波ら [82]の検討内容と同様に，ボアストローク比（S/B）

を大きくすることで，ピストン速度を増加させた． 流体解析（CFD）の結果，図 2-20 の

とおり，点火時期における流速は約 20[m/s]となった． 

数値シミュレーションにおいては，保坂ら [195]によって構築された解析ツールを利用

した．このツールは，流体解析用のオープンソースソフトウェアである OpenFOAM を用

い，Hosaka ら [150]によって精度検証されている．本検討にあたっては，Nguyen ら [196]

によって提案されたエンジンの移動境界を考慮した流動解析モデルを組み込むことで，

吸気行程から圧縮行程までの現象予測を可能とした OpenFOAM を用いた． 

 

 

図 2-19 吸気ポートの流速向上デバイス（SCE） 

 

No. Index
1 Engine SCE MCE
2 Bore[mm] 73.0 79.7
3 Stroke[mm] 102.2 81.1  
4 Compression ratio[-] 12.7 10.4
5 Displacement[cc] 427.7 404.6  
6 S/B[-] 1.4 1.0
7 Con.rod length[mm] 199.3 139.0  
8 EGR loop LP. LP.  

Spec. Index Spec.
Ne[rpm] 2400
IMEP[bar] 10
Ignition timing[deg.BTDC] 32

 A/F[-] 14.7
EGR Ratio[%] 28
Fuel[RON] 100

 Intake temp.[deg.C] 25
 Intake Humidity[%] 60

Separate wall

Exhaust
valve

Intake valveIntake port

Injector
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図 2-20 点火電極間における流速の見積もり（SCE） 

 

MCE は SCE と比べて S/B が小さいため，より強力な流速向上策が必要である．筆者

らによる CFD による検討の結果，図 2-21 のように，吸気ポートへノズルアダプタを設

置した．このノズルアダプタは形状が複雑なため 3D プリンタで制作した．さらに，エン

ジン振動環境における，耐久性を考慮して材質をステンレスにした．その結果，図 2-22

のように，点火時期における流速の見積もり値は約 8[m/s]となった． 

 

 

図 2-21 吸気ポートの流速向上デバイス（MCE） 
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図 2-22 点火電極間における流速の見積もり（MCE） 

 

吸気行程における，筒内流動の見積り結果を図 2-23，図 2-24 へ示す．ノズルアダプ

タの追加により，筒内の流速が 2 倍程度へ増加できる可能性がある．点火時期における，

筒内流動の見積り結果を図 2-25，図 2-26 へ示す．点火電極付近の流動方向は，吸気側

から排気側へ向かっていることを確認できる． 

 

 

図 2-23 吸気行程の筒内流動 

（ノズルアダプタ無し） 

 

図 2-24 吸気行程の筒内流動 

（ノズルアダプタ有り） 
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図 2-25 点火時期の筒内流動 

（ノズルアダプタ無し） 

 

図 2-26 点火時期の筒内流動 

（ノズルアダプタ有り） 

点火デバイス 

試験用点火プラグと点火コイルの仕様を表 2-5，表 2-6 へ示す．点火プラグは市販品

の中から，中心電極と接地電極へ貴金属チップが採用されているものを用いた．点火コ

イルは一般市販品と比べて，高エネルギのものを基に，放電電流補助機能を追加し，追

加した制御信号配線へ補助信号を与えることにより，放電電力補助の有無や期間を設定

できる． 

 

表 2-5 点火プラグの仕様 

 

表 2-6 点火コイルの仕様 

 

電極消耗抑制効果の検証方法 

電極消耗の評価には体積測定が必要である．図 2-60 へ示すように，電極には，煤や再

凝固した溶融金属と思われる，異物が付着するため，顕微鏡を用いた外観観察のみによ

る評価は困難と判断し，密度分解が可能な CT 撮像を用いた．CT 撮像装置の概観と仕様

と設置値をそれぞれ図 2-27，表 2-7，表 2-8 へ示す． 

No. Index Spec.
1 Electrode gap 1.1 [mm]
2 Tip material Iridium
3 Tip diameterφ 0.8 [mm]

No. Index Spec.
1 Secondary energy E 2 160 [mJ]
2 Initial current I 2Peak 160 [mA]
3 Discharge time 1 [ms]
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図 2-27 CT 撮像装置の概観 

 

表 2-7 CT 撮像装置の仕様 

 

 

表 2-8 CT 撮像装置の設定値 

 

CT 撮像データ解析 

CT 撮像に際して，照射する X 線のエネルギなどを調節することで測定対象の密度範

囲を設定できる．さらに主材質と空気の境界面の定義には，CT 値の閾値を設定する必要

がある．図 2-28 のヒストグラムは CT 値の頻度分布を示しており，グラフの横軸は CT

値で，縦軸は CT 値の頻度である．CT 値とは，単位体積（ボクセル＝ピクセル×スライ

ス厚）当たりの，被写体の空間的な X 線吸収値である． 

そして，CT 値の閾値は，バックグランド（空気）とマテリアル（主材質）の中間に設

定される．ただし，点火プラグは，セラミックや貴金属などの複数の材質で構成される

Detector
Spark plug

Rotating Stage

X-ray Generator

No. Index Spec.
1 X-ray maximum energy[kV] 165
2 Slice thickness[mm] 0.1
3 Number of shots[page/piece] 407
4 CT image size[pixel] 512×512
5 Pixel size[μm] 24.414
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ことや，異物付着の影響もある．そのため，マテリアルの位置を調整することで，最終

的な CT 値の閾値を決定した． 

 

 

図 2-28 ヒストグラムと電極チップ面定義情報 

 

 

図 2-29 ヒストグラムと接地電極母材面定義情報 

 

そしてさらに図 2-30 の CT 撮像例へ示すように，0.1[mm]ごとに 407 回の CT 撮像を行

い，輪郭を重ね合わせることで，3 次元形状を取得する．図 2-30 では，セラミック材で

構成された低密度な碍子が除去され，金属で構成された高密度な電極を抽出できており，

異物影響の低減を期待できる． 

 



第 2 章 耐久性低下の抑制技術 

- 74 - 

 

図 2-30 点火プラグ電極部の CT 撮像例 

消耗体積の算出方法 

電極消耗の抑制効果を評価するためには，耐久試験前後の体積を測定して，差分を求

める必要があるため，3 次元 CAD を活用した． 図 2-31 を電極消耗前の形状例，図 2-32

を電極消耗後の形状例とすると，この差分である図 2-33 が電極消耗分となる． 

 

 
図 2-31 電極消耗前の形状例 

 
図 2-32 電極消耗後の形状例 

 
図 2-33 電極消耗分 

解析範囲の分割 

電極には極性があり，正極側と負極側へ分類される．一般的な点火プラグの場合，中

心電極は負極側，接地電極は正極側へ接続される．大島 [197]によると放電の際，電極間

には，陽イオンと電子が生じる．そして，陽イオンは負極側，電子は正極側へ衝突する． 

西尾 [151]によると陽イオンは電子と比べて，約 1840 倍質量が大きいため，正極側よ

りも負極側の消耗量が大きくなると予想される．この極性影響を分離するため，図 2-34

へ示すような解析範囲の分割を定義した． 
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(1) 電極チップ部（正極と負極の貴金属部分） 

未使用状態のチップ先端より根本方向へ接地電極は 0.4mm，中心電極は 0.5mm を

解析範囲とした． 

(2) 母材（ニッケル材） 

チップが接合されている皿状座面から，先端方向へ 0.1mm 下げた位置を解析範囲

の底面として指定．（座面エッジに減耗がみられるため範囲内に含めた）底面より

上の母材すべてを含める範囲を設定した． 

(3) 全体 

中心電極根本の段差あたりから上方すべてをまとめて解析範囲として設定した．

全体の場合，複数の材質の情報が混合している．各材質にはそれぞれの最適な密度

分離のための情報があり，混合した状態では適切な分離・体積計測が出来ない． 

そのため，それぞれの余分な体積も含まれており，体積情報としては信頼に値しな

い．よって，異材混合状態でのおおまかな体積とした参考情報として扱う． 

 

 
図 2-34 解析範囲の分割 

 

上記において検討した寸法を設定した結果を図 2-35 へ示す． 

 

Center electrode 

 Ground electrode 

 
Ground electrode base 
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図 2-35 解析範囲の寸法設定結果 

計測項目 

エンジン試験において，点火放電と燃焼の状態を確認するために収録した項目を表 

2-9 へ示す．点火放電は微小時間に生じるため，計測器と収録器には高い時間確度と短い

収録周期が要求される．本研究においては，ベースクロック確度が 50[ppm]の計測装置を

用いて，2.5[μs]周期で全ての信号を同時に収録した． 
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表 2-9 計測項目 

 

試験装置 

表 2-9 に基づき，構成した試験装置を図 2-36 へ示す．全ての計測信号を収録器へ接続

し，全気筒分をリアルタイムで PC（Personal Computer）へ計測データを保管する．収録

データは PC にて，燃焼解析などの後処理を行う．点火プラグの取り付け方向は，接地電

極をクランク軸方向に統一した．再放電回数について，ベースの点火方法では気筒差が

無いことを予め確認した．構築した評価設備や操作画面の例を図 2-37，図 2-38 へ示す． 

 

No. Index Signal Sensor Bandwidth Rise time

1
In-cylinder
pressure
[MPa]

Piezoelectric
(KISTLER 6052C31)

2 I 1  [A]

3 I 2  [mA]

4 I 3  [A]

5 V 2  [kV]
Voltage probe

(Tektronix P6015A) 75 [MHz]

6 Crank angle
Rotary encoder
(AVL 365C) 50 [MHz]

7 Ignition signal

8 Assist signal

50 [MHz] 7 [ns]

4 [ns]

Direct wiring

Analog

Digital

Current probe
(Yokogawa Electric
701917,701933)

160 [kHz]
(Natural frequency)
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図 2-36 構築した試験装置 

 

 

図 2-37 FPGA 制御装置操作画面例 
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図 2-38 収録装置操作画面例 

収録波形の確認 

評価設備の動作確認を目的として，MCE 評価設備の各気筒番号（#1～#4）のそれぞれ

において，後に述べる表 2-10（#F），表 2-11（#H），表 2-12（#N），表 2-13（#D）の放

電仕様に基づき，収録した波形の一例を示す． 

図 2-39 は筒内圧波形例である．希釈燃焼ため，筒内流動のサイクル変動に伴う気筒ご

との波形に偏差は見られるが，過去の経験より想定される範囲内であり試験装置の問題

は無いと考える． 

図 2-40 は点火コイルの 1 次電流（I1）と 3 次電流（I3）を同時に測定した波形例であ

る．横軸の始点は 1 サイクル中，初回の点火時期である．収録チャンネル数削減のため，

I1 と I3 の配線を同じ電流プローブへ装着して測定した． 

図 2-17 へ示すように，I1 と I3 の通電制御信号が ON になっている状態でそれぞれの電

流値は変化する．この I1+I3 の測定値は点火コイルへの供給電流である．そのため，この

供給電流と点火コイルの電源電圧を乗じた上で，時間積分することで，点火コイルの１

次消費エネルギを算出できる．また，I1 の通電期間は放電前で，I3 の放電期間は放電中の

ため，I1 と I3 の電流測定値が重畳することは無い． 

以上を踏まえた上で，各気筒の出力波形について，試作した点火コイルの動作を説明

する． 
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(1) #1 気筒 

点火時期よりも前に I1 の通電を完了しているため，I1 の電流値は表示されない．そ

して点火時期の後からアシスト信号を出力開始するため，I3 の電流変化が生じてい

る． 

(2) #2 気筒 

点火時期よりも前に I1 の通電を完了しているため，I1 の電流値は表示されない．そ

して点火時期の後から#1 よりも遅れてアシスト信号を出力開始するため，I3 の電

流変化が#1 よりも遅い時期に表示されている． 

(3) #3 気筒 

点火時期よりも前に I1 の通電を完了しているため，I1 の電流値は表示されない．そ

してアシスト信号を出力していないため，I3 の電流値も表示されない． 

(4) #4 気筒 

2 回放電するため，1 回目の点火時期の後に 2 回目点火用の充電が必要である．そ

のため，点火時期の後に I1 の電流変化が表示される．そしてアシスト信号を出力

していないため，I3 の電流値は表示されない． 

 

以上のことより，全ての気筒における点火コイルは放電仕様通りに動作していること

を確認できた． 

なお図 2-41 は既に述べた再放電の定義を基に，再放電回数の集計を自動化した．ここ

で各気筒の再放電回数は，点火時期の後から増加している．そして#4 では，放電が一時

停止する再充電期間（1～2[ms]）において，再放電回数が増加していない．このことから，

問題無く再放電回数を認識できていることを確認できた． 
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図 2-39 筒内圧力の波形例 
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図 2-40 I1+I3 の波形例 
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図 2-41 再放電回数の波形例 
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2.3.試験結果および考察 

再放電回数抑制効果の検証結果 

既に試験方法において述べたように，単気筒エンジン（SCE）による，再放電回数抑制

効果の検証結果を図 2-42へ示す．図 2-42は，後に述べる表 2-10（#F），表 2-12（#N）

の放電仕様に基づき，収録した波形よりカウントした再放電回数のサイクル遷移を示し

たものである．試験エンジンは SCE であり，気筒ばらつきや気筒間の干渉などの影響が

無いため，MCE と比べて再現性の高い評価が可能である．図 2-42の再放電回数は#F<#N

となり，放電の低電流期間を短くすることで，再放電回数を低減できることを確認した． 

 

（a）Full assist sample（#F） 

 

（b）Base sample（#N） 

図 2-42 再放電回数（SCE） 
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放電仕様 

MCE の各気筒へ設定した，4 種類の放電仕様（#F，#H，#N，#D）をそれぞれ表 2-10，

表 2-11，表 2-12，表 2-13 の No.1~4 へ示す．#F，#H へ放電電流補助機能を適用した結

果，放電電流補助機能を用いていない#N と比べて，I2 が増加しており，図 6 の設計仕様

とおりに動作していることを確認できた．点火放電仕様ごとに異なる再放電回数にする

ため，点火信号の出力回数と補助信号の期間を組み合わせることで，W2'の低い期間が

#F<#H<#N<#D となるように点火信号と補助信号の期間を調節した．その結果，No.4 の

目標に近い波形が得られることを，No.5 の I2 測定例で確認した． 

各表において No.5 の I2 波形例において，再放電が少ない I2 領域（few re-strike）と再放

電が多い I2 領域（many re-strike）があることを確認できる． 

本研究の試験条件において，この I2 の閾値は約 70[mA]であり，全ての気筒（放電仕様）

で同様の傾向である．このことから，図 2-15 で示した仮説の検証が得られた． 

各表において No.6 の V2 測定例では，概ね再放電回数が#F<#H<#N<#D となっている．

ただし，表 2-10，表 2-11，表 2-12，表 2-13 は 1 燃焼サイクル分の波形例であるため，

統計的な確認を行った．再放電回数を自動集計した上で，放電仕様ごとの平均値を算出

した結果を図 2-43，図 2-44，図 2-45，図 2-46 へ示す．その結果，図 2-47 においても

再放電回数が#F<#H<#N<#D となることを確認できた．このことから，表 2-10，表 2-11，

表 2-12，表 2-13 の点火放電仕様は，評価目的に対して満足していると判断した． 

なお，MCE の#F，#N（図 2-43，図 2-45）は SCE の#F，#N（図 2-42）と比べて再放

電回数が減少している．これは既に述べた流体解析の数値シミュレーション結果を参考

にすると，エンジン違いによる筒内ガスの流速差が影響していると考えられる． 
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表 2-10 MCE#1 気筒の放電仕様 

 

No.
Ignition discharge

specification
Full assist(#F)

1 Cylinder #1

5
I2

Measurement
example

6
V2

Measurement
example

4

3

2

Assist signal

Ignition signal

I2

(Target)

0

50
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I 2[
m

A
]

Time[msec]

#1

0
2
4
6
8

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

V
2[

kV
]

Time[msec]

#1

0.8[ms]4.3[ms]

few re-strike
many re-strike

Low I2 period

Re-strike



第 2 章 耐久性低下の抑制技術 

- 87 - 

表 2-11 MCE#2 気筒の放電仕様 

 

No.
Ignition discharge

specification
Half assist(#H)

1 Cylinder #2

5
I2
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example
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Measurement
example

4

3

2

Assist signal
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few re-strike
many re-strike
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表 2-12 MCE#3 気筒の放電仕様 

  

No.
Ignition discharge

specification
Not assist(#N)

1 Cylinder #3
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Measurement
example
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few re-strike
many re-strike
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表 2-13 MCE#4 気筒の放電仕様 

 

No.
Ignition discharge

specification
Double ignition(#D)
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図 2-43 #F の再放電回数 

 

図 2-44 #H の再放電回数 

 

図 2-45 #N の再放電回数 

 

図 2-46 #D の再放電回数 

 

 

図 2-47 放電仕様ごとの再放電回数平均値 
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電極の外観変化 

表 2-14，表 2-15，表 2-16 へ中心電極チップの３方向からの外観と，試験前後の画像

を重ね合わせたものを示す．電極の向きは図 2-36 を基に，正面，吸気側，排気側として

いる．150[hour]運転後の外観は，新品と比べて，茶色い異物が付着しており，重ね合わせ

画像からの消耗評価は困難である．異物の付着量は，#F，#H，#N と比べて，#D の方が

多くなっていることから，点火回数が影響しているものと考えられる．さらに，異物の

付着位置は，吸気側と比べて，排気側の方が多くなっていることから，電極間のガス流

動方向は吸気側から排気側へ向かっており，電極間で異物が発生したものが下流側へ堆

積したものと考えられる． 

比較検討のため，接地電極チップの外観を表 2-17，表 2-18，表 2-19 へ示す．中心電

極チップと比べて，接地電極チップの異物付着量は少なく，重ね合わせ画像からの消耗

評価は可能である．このことから，陽イオンの衝突影響が異物生成に影響していること

が考えられる．また，実線指示部は明確に形状変化を識別できる部位であり，点線指示

部は差を判別できる程度の箇所である．形状変化は電極先端のみならず，台座部分の形

状変化が生じている．このことから，放電中の電極間ガス流動により，放電経路と電極

の接触位置が移動したものと考えられる． 

次に異物付着の無い部分を観察すると，電極先端と台座部分の消耗は同程度である．

しかし，電極先端の材質が貴金属であるのに対し，台座部分はニッケル合金である．既

に述べたように，松井 [198]や大林ら [199]によると貴金属の消耗要因は火花消耗のみで

あるが，ニッケル合金の消耗要因は，火花消耗に加え，高温酸化などによる消耗がある． 

そして，Peter [177]によれば酸化されない低い温度では，火花放電による火花消耗が支

配的になる．この火花消耗にいて志水ら [200]によれば，主に陽イオンの電極面へ衝突に

よる溶解・離散やスパッタリングによって生じる．そのため，西尾 [151]や大島 [197]が

述べているように電極先端部は，台座部分と比べて，より質量の大きな陽イオンの衝突

が多く生じているものと考えられる． 
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表 2-14 中心電極チップ外観（正面） 
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表 2-15 中心電極チップ外観（吸気側） 
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表 2-16 中心電極チップ外観（排気側） 
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表 2-17 接地電極チップ外観（正面） 
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表 2-18 接地電極チップ外観（吸気側） 
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表 2-19 接地電極チップ外観（排気側） 
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CT 撮像結果 

中心電極先端部付近における，CT 撮像結果を図 2-48，図 2-49，図 2-50，図 2-51 へ

示す．設置電極母材と比較して，中心電極の放電仕様ごとの形状違いは大きくなってい

る．このことから，中心電極先端部の消耗は均一ではなく，凹凸が生じているものと考

えられる． 

 

 
図 2-48 #F の CT 撮像結果 

 
図 2-49 #H の CT 撮像結果 

 

 
図 2-50 #N の CT 撮像結果 

 
図 2-51 #D の CT 撮像結果 
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消耗体積評価 

CT 撮像の画像を重ね合わせることで，立体的に評価した結果を表 2-20，表 2-21，表 

2-22，表 2-23 へ示す．消耗解析用のソフトウェアとして，ドイツ VolumeGraphics 社製の

VGStudio MAX3.3 を用いた．電極の新品状態と比較して，表面変位が小さい部位は緑色，

凹面部位は青色，凸面部位は赤色で着色している． 

接地電極チップは，他の部位と比べて変化が小さい．これは，電極材質が貴金属であ

るため，高温酸化による消耗が無いことが原因と考えられる．さらには，放電回路構成

により陽イオンよりも質量の小さい電子が電極へ衝突しているためであると考えられる． 

次に接地電極母材は，双方のチップ電極と比べて，凹面部が多い．これは，接地電極

母材の材質にニッケル材を用いているため，高温酸化による消耗が生じたためと考えら

れ，表 2-2 の文献調査結果とも一致する．また，凹面は電極の片側のみに生じており，

エンジンレイアウト上の排気側である．このことから，点火時期における筒内ガス流動

は，吸気側から排気側へ向かっていると考えられる．これは，CFD 解析結果とも合致す

る． 

さらに中心電極チップは，凸面と凹面の両方が生じている．これは，放電回路構成に

より電子よりも質量の大きい陽イオンが電極へ衝突して溶融したことが一因と考えられ

る．つまり，中心電極は陽イオンの衝突影響が大きく，電極表面の溶解により，異物が

付着して，凸面が生成されるものと推察する． 
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表 2-20 CT 撮像の立体評価 （#F） 

 

  

0 150 △delta
(150h-0h)

Viewpoint: Right 35.810 35.671 -0.139 

Viewpoint: Lower right rear 17.170 17.031 -0.139 
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Viewpoint: Upper Right Rear 0.211 0.207 -0.004 
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electrode Tip
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(Values are in volume
[mm3])
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表 2-21 CT 撮像の立体評価 （#H） 

 

  

0 150 △delta
(150h-0h)

Viewpoint: Right 35.974 35.873 -0.101 

Viewpoint: Lower right rear 17.264 17.210 -0.054 
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Viewpoint: Upper Right Rear 0.199 0.194 -0.005 
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(Values are in volume
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表 2-22 CT 撮像の立体評価 （#N） 

 

  

0 150 △delta
(150h-0h)

Viewpoint: Right 35.810 35.693 -0.117 

Viewpoint: Lower right rear 16.747 16.677 -0.070 

Viewpoint: Lower right rear 0.166 0.159 -0.007 

Viewpoint: Upper Right Rear 0.215 0.210 -0.005 
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electrode Tip

Test time [hour]

Tip

Ground
electrode

Base
material

Overall (chip + base
material)

(Values are in volume
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表 2-23 CT 撮像の立体評価 （#D） 

 

  

0 150 △delta
(150h-0h)

Viewpoint: Right 35.732 35.559 -0.173 

Viewpoint: Lower right rear 17.130 16.970 -0.160 

Viewpoint: Lower right rear 0.167 0.153 -0.014 

Viewpoint: Upper Right Rear 0.215 0.200 -0.015 
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図 2-35 にて定義した，解析範囲の体積を図 2-52 図 2-53 図 2-54 図 2-55 へ示す．新

品と比べて，150[hour]経過後の体積は，全ての部位において明確に減少していることを

確認できた． 

 

 
図 2-52 撮像範囲全体の容積遷移 

 
図 2-53 接地電極母材の容積遷移 

 

 
図 2-54 接地電極チップの容積遷移 

 
図 2-55 中心電極チップの容積遷移 

 

図 2-52，図 2-53，図 2-54，図 2-55 より算出した，体積変化を図 2-56，図 2-57 へ示

す．撮像範囲全体と解析部位の合計を比較すると，同様の傾向を確認できた．このこと

から，電極体積の算出上は問題無いと判断した． 

図 2-57 によると，設置電極母材は，中心電極チップや接地電極チップと比べて，体積

変化が大きく，体積変化の大部分を占めていることが分かる．しかし，西尾 [151]による

と燃焼性能へ直接影響するのは，中心電極チップと接地電極チップの消耗による，電極

隙間である．そのため，中心電極チップと接地電極チップの体積消耗について詳細に分

析する． 
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図 2-56 撮像範囲全体の容積変化 

 

図 2-57 解析部位ごとの容積変化 

電極消耗抑制効果の検証結果 

中心電極チップと接地電極チップそれぞれの体積変化量を図 2-58 へ示す．図 2-58 に

よると，#F，#H，#H，#D の順に増加している．しかし，#N と#D の間の変化量は，中心

電極チップと接地電極チップで乖離が見られる．これは，既に述べたとおり，中心電極

チップへの異物付着分が誤差要因になっている可能性がある． 

 

 

図 2-58 チップ電極の体積変化 

 

図 2-59，図 2-60 へ示す中心電極の形状について，新品と比べて，150[hour]経過後は

消耗による凹部と，異物付着と思われる凸部を確認できる．消耗体積を検出するにあた

り，異物などの影響を低減するため，新品の表面から 50[μm]除いた部分を評価範囲とし

た．（図 2-61） 
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図 2-59 新品状態 

 
図 2-60 150[hour]経過後 

 
図 2-61 評価範囲 

 

中心電極チップの評価範囲を見直した結果を図 2-62，図 2-63 へ示す．図 2-63 へ示す

とおり，#N と#D の間の変化量は，中心電極チップと接地電極チップで乖離が小さくな

っている．このことから，中心電極チップと接地電極チップが同じ割合で体積変化して

いるとみられる． 

 

 

図 2-62 中心電極チップの容積遷移（見直し後） 
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図 2-63 チップ電極の体積変化 

 

図 2-64 へ，各試験条件の電極チップ体積変化量の合計値を示す．表 2-10，表 2-11，

表 2-12，表 2-13 において想定した，低電流期間（赤色）と同様に，#F，#H，#N，#D の

順で電極チップ体積変化量が増大することを確認できた．  

 

 

図 2-64 チップ電極の体積変化（合計） 

 

その他，燃焼解析装置などより出力された，各試験条件における，燃焼安定性（COV 

of IMEP）と点火コイルの消費エネルギ（E1：1 次エネルギ）を，図 2-65，図 2-66 へ示

す．燃焼安定性が最も優れた点火方法は#F であるが，点火コイルの消費エネルギは最大

である．そのため，電極消耗体積への影響を確認する必要がある． 
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図 2-65 燃焼安定性 

 

 

図 2-66 点火コイルの消費エネルギ 

考察 

図 2-12 にて示した，電極消耗メカニズムの仮説を検証するため，再放電回数と電極消

耗体積の関係を図 2-67 へ示す．図 2-67 によると，回帰分析による決定係数は 0.98[-]で

あり，再放電回数と電極消耗体積にはかなり強い相関があることから，再放電回数を低

減することで，電極チップの消耗体積を低減できることを確認した． 
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図 2-67 再放電回数と電極消耗体積間の回帰分析 

 

次に点火コイルの消費エネルギと電極消耗体積の関係を図 2-68 へ示す．放電電力補助

機能を用いずに，点火コイルの消費エネルギを増大させた場合，電極消耗体積は増大す

る．（#N から#D へ遷移）これに対して，放電電力補助機能を用いて，点火コイルの消費

エネルギを増大させた場合，電極消耗体積は減少した（#N から#H と#F へ遷移）． 

これは放電エネルギの収支上，電極消耗に消費される容量分のエネルギが低下して，

誘導分のエネルギが増大しているものと考えられる．そして図 1-48 より，点火エネルギ

の増大により，着火性が向上することから，放電電力補助機能を用いることで，燃焼安

定性の改善を期待できる． 
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図 2-68 点火コイルの消費エネルギと電極消耗体積の関係 

 

電極消耗体積と燃焼安定性の関係を図 2-69 へ示す．点火コイルの消費エネルギが最も

小さい#N は燃焼安定性が最も低い結果であり，図 1-48 の傾向を示している．放電電力

補助機能を用いる#F と#H は，放電電力補助機能を用いない#N と#D と比べて，燃焼安

定性の改善と電極消耗体積の低減を両立できた． 

 

 

図 2-69 電極消耗体積と燃焼安定性の関係 
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先に述べた図 1-48 の傾向を確認するため，点火コイルの消費エネルギと燃焼安定性の

関係を図 2-70 へ示す．図 1-48 より，点火エネルギと燃焼安定性にはトレードオフの関

係が生じるものと考えられる．しかし，図 2-70 において，#H は#F，#D，#N と比べて，

トレードオフを改善している．つまり#H は，電極消耗体積低減と点火コイルの消費エネ

ルギ低減と燃焼安定性の向上を同時に改善している．これを言い換えれば，#H は耐久性

と燃費と電費を同時に改善できたことになる．#H は最も効果的な使用法と考えられるが，

新たな発見でもあることから，次章にて，詳細なメカニズム解明を行う． 

 

 

図 2-70 点火コイルの消費エネルギと燃焼安定性の関係 

 

2.4.章のまとめ 

EGR 燃焼の着火性向上を目的とした，筒内ガスの高流動化における，点火用電極チッ

プの消耗低減を研究目的として，再放電回数の低減方法を検討し，実エンジンで検証し

た結果，以下の結論を得た． 

(1) 放電の低電流期間を短くすることで，再放電回数を低減できる． 

(2) 再放電回数を低減することで，電極チップの消耗体積を低減できる． 

(3) 放電エネルギの時間配分制御により，再放電回数を従来比で半減し，同時に燃焼安

定性を向上した． 
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第3章 電費増大の抑制技術 

3.1.調査 

火花点火における，電費増大の抑制技術を調査する． 

供給電力増強コンセプト 

先に述べた図 1-66 において，点火コイルの供給可能電力が C と D で同じであると仮

定した場合の，電力需給関係の模式図を表 3-1#B へ示す．押領司ら [108]によると，消

炎抑制のための着火性向上手段には，放電経路から混合気（未燃ガス）への伝熱量を増

大する必要がある． 

伝熱量の増大手段には，放電経路から混合気への伝熱面積を増やす方法があり，放電

経路の伸長と持続が有効であと考えられる．これに関して今村ら [117]は，放電路の延伸

が点火に及ぼす影響としては，延伸しない場合に比べてより広い体積にエネルギを与え

点火に至る効果が想定されると述べている． 

ここで，放電経路が伸長すると，電極間抵抗が増大するため，必要電力が増大する．

よって，電極間のガス流動下における，放電維持に必要な電力は，経時増加する．しか

し，表 3-1#B へ示すように，一般的な受動式点火コイルにおいては，コイルへ蓄積され

た磁気エネルギが，通電開始からの消費に伴い経時低下するため，出力可能な電力は放

電開始後から経時低下する．そして，出力可能な電力と電極間の電力が一致する時点（需

給一致時点）で放電経路の伸長停止後，再放電する． 

この過程における必要電力の時間積分（緑の面積）が伝熱量であり，希釈率が同じで

あれば着火に必要な伝熱量が一定と仮定する．電極間ガス流速の違いにより，放電経路

の伸長差が生じて，放電経路とガスの接触面積が異なる． 

そのため，D は C に比べて，伝熱速度が低く，着火に必要な伝熱量へ到達する前に，

点火コイルからの供給可能電力が不足してしまう可能性がある．この伝熱時間不足によ

り，失火等が生じて，IMEP が低下しているものと考える．即ち，電極間の流速が小さい

サイクルにおける失火等を抑制するためには，放電期間後半の供給電力増強が有効であ

ると考える． 
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表 3-1 電力需給関係の模式図 

 

 

放電期間後半の供給電力増強には，表 3-1#E へ示すように，点火コイルの大形化によ

る伝熱時間の延長で対処できる．しかし，点火コイルの充電エネルギ増大により，電費

が増大する．さらに，巻き線の電流と発熱が増大し，熱設計上の目標温度超過という問

題が生じる． 

ここで筆者 [192] [201]は，電力需給差（赤の面積）の変化へ着目し，電極間の流速が

小さいサイクルにおいては放電期間前半の電力需給差が充分に大きいことから，放電期

間前半は供給電力を増強せず，電力需給差が小さくなる放電期間後半のみ供給電力を増

強することで，コイルの発熱低減と燃焼安定化の両立を考えた．以下，放電期間前半の

電力需給差の削減を課題とし，解決策の一例として考案した表 3-1#A の制御方法につい

て検討した． 

効果の見積り 

放電期間後半の供給電力増強による着火性向上効果の仮説を検証するため，電極間の

電圧のモデル式を用いた放電経路の時間変化の検討と，保坂ら [195]によって構築された

電流波形を入力し火炎形成過程を予測する数値シミュレーションにより火炎形成に対す

る効果を検討した． 

保坂ら [122]による数値シミュレーションツールは，流体解析用のオープンソースソフ

トウェアである OpenFOAM を用いられた．本検討にあたっては，乱流燃焼モデルの一種

である HTA（Hyperbolic Tangent Approximation）モデルと，ラグランジュ粒子を用いた

AKTIM モデルを組込むことで，点火から燃焼までの現象予測を可能とした OpenFOAM

を用いた． 
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まず，再放電による放電経路抑制が可能な電力波形を，Kim ら [124]の式を用いて検討

した．Kim らの式は，式(3-1)のとおりである． 
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ここで，Vgap[kV]は電極間の電圧 A[-]は定数，I2[mA]は 2 次電流，p[MPa]は筒内圧力，

ldis[m]は放電経路長さである．また，p0 は定数であり，0.1[MPa]とした．図 3-1 へ示すよ

うに，点火プラグ周囲に流れがある場合，放電経路長さは流れによって変化する． 

 

 

図 3-1 放電経路モデル 

 

流れによる放電経路長さの変化は式(3-2)でモデル化できる． 

 
𝑙𝑙𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 = 𝑑𝑑𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔 + 2𝐶𝐶𝐷𝐷𝑢𝑢𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡 (3-2) 

 

ここで，dgap[m]は電極間（中心電極と接地電極の間）の距離，CD[-]は流速に対する放電

経路の変化の追従性を示すモデル定数，t[s]は放電開始からの経過時間，または，再放電

後からの経過時間，ugap[m/s]は混合気の流速，である．式(3-1)と式(3-2)より電極間の電圧

は，式(3-3)で与えることができる． 
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式(3-3)から，プラグ周囲に流れがある場合，時間の経過とともに放電経路が伸長し，

この結果，ギャップ間の電圧が増加する．ギャップ間の電圧が増加すると中心電極と接

地電極の間で新たな放電経路が形成されることがある．これが再放電である．ここでは，

電極間の電圧が所定値 Vrs[V]を超えると再放電が発生すると仮定する．そして再放電を

防ぐためには，Vgap が Vrs よりも小さい状態を保てばよい．これは式(3-4)となる． 
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ここで，再放電が発生する要件は，式(3-4)における左辺と右辺が等しくなることであ

る．式(3-4)における等式から式(3-4)を用いて，再放電時期 trs[s]を算出できる． 
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次に流速 7[m/s]における放電経路長さの変化を推定し，効率的に放電経路長さを大き

くできる電力波形を検討した．計算に当たっては実験結果を参考に，圧力pを0.65[MPa]，

再放電電圧 Vrs を 2.25[kV]，モデル定数 CD を 0.8[-]と設定した． 

圧力 p の燃焼前の断熱変化分については，ピストン位置が上死点付近であるため圧力

変化が十分に小さく無視できる．さらに圧力 p の燃焼に伴う圧力変化分については，一

般的に火炎核が放電後半に火炎核が形成され始めることから，放電終了時点における圧

力変化が十分に小さく無視できる．また電極間の電圧 Vgap のうち，カソードでの電圧降

下分については，堀 [133]の検討を参考にした．その結果，カソード側の電圧降下は 109[V]

であり，再放電電圧 Vrs と比べて十分に小さいため，放電路内の電界分布が一様であると

仮定した． 

ここで電力波形としては，供給可能電力が時間経過とともに徐々に減少するプロファ

イル（Case1），放電開始直後から電力アシストにより供給可能電力が増強されるプロフ

ァイル（Case2），放電開始後 0.5[ms]から電力アシストにより供給可能電力が増強される

プロファイル（Case3），を想定した．図 3-2 へ同状態を再現するための入力値とした電

流波形（Case1～3）と，放電経路の維持に必要な要求値（REQ）を示す．図 3-2 の REQ

は，式（3.5）を I2 で整理したものである． 
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図 3-2 2 次電流の推定 

 

この結果，与えた流速により放電経路が伸長した結果，図 3-3 へ示す波形が結果とし

て得られた．ここで図 3-3 の REQ は，図 3-2 の REQ へ Vrs を乗じた値である．図 3-3 に

おいて，Case2 と Case3 の再放電時期は同じであるが，2 次電力は Case2 よりも Case3 の

方が低くなっている．この結果から，放電後半において電力アシストにより供給可能電

力を増加させることは，流速の遅いサイクルにおいて，2 次エネルギを低減（Case2 と

Case3 の W2 差分の面積）させるために有効であることを確認できた． 

 

 

図 3-3 2 次電力の推定 
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図 3-4 へ式（3.2）と式（3.5）を用いて算出した放電経路長さの時間変化を示す．図 3-3 

Case1 の電力波形の場合，Case2，Case3 と比べて早いタイミングで，初回の再放電が発生

することと，Case2 と Case3 の放電経路の長さの変化が一致することが示された．Case2

および Case3 では，放電開始後 0.8[ms]のタイミングにおいて，コイルが発生している電

流は，再放電抑制のために要求される電流を下回るため，再放電が生じることが分かる． 

再放電のタイミング以前では，Case2 および Case3 の電流値は再放電抑制のために要

求される電流値以上であり，かつ，再放電のタイミングでは同一値となっていることか

ら，再放電までの放電経路長さの履歴が同一になったと考える．この結果から，放電後

半において電力アシストにより供給可能電力を増加させることが，流速の遅いサイクル

において，放電経路の長さを延長させるために有効であることを確認できた． 

 

 

図 3-4 放電経路長さの推定 

 

続いて，図 3-3 Case1～3 の電力波形を入力した，火炎核形成過程の算出結果を示す．

本計算においては一様流の条件下へ点火プラグを設置した体系で計算を実行した．流速

の遅い条件の電圧挙動を再現することから流速を 7[m/s]と設定した．また，雰囲気圧力

p は 0.65[MPa]，雰囲気温度は 300[K]，EGR 率 30[%]を想定条件とした．Duclos ら [126]

による火炎各形成過程の推定に用いた式を次へ示す． 
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𝑠𝑠𝐷𝐷𝐷𝐷 =
𝜂𝜂𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑄𝑄𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔

4𝜋𝜋𝑟𝑟𝐹𝐹𝐹𝐹
2𝐵𝐵 (3-7) 

 

𝐵𝐵 = 𝜌𝜌𝑢𝑢(𝑢𝑢𝐹𝐹𝐹𝐹 − ℎ𝑢𝑢) + 106𝑝𝑝 𝜌𝜌𝑢𝑢
𝜌𝜌𝐹𝐹𝐹𝐹

(3-8) 

 

𝑄̇𝑄𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔 = � 𝐼𝐼2
1000

�𝑉𝑉𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔 (3-9) 

 

ここで，ρ[kg/m3]は密度，r[m]は火炎核半径，t[s]は時間，sT[m]は乱流燃焼速度，sDC[m]

は初期火炎核の膨張速度，Qgap[J/s]は電極間へ形成される放電経路の発熱率，ηeff[–]は放

電エネルギの伝達係数，u[J/kg]は比内部エネルギ，h[J/kg]は比エンタルピ，p[MPa]は圧力，

である．また，添え字については，FK は火炎核または火炎核内部の物理量であることを

示し，u は未燃ガスの物理量であることを示す．式(3-6)(3-7)(3-8)(3-9)からなるサブモデ

ルを OpenFOAM へ導入し，推定した結果を図 3-5，図 3-6 へ示す．図 3-5 には，推定し

たコイルエネルギのガスへの伝達割合（エネルギ伝達割合）を示し，図 3-6 には推定し

た火炎核体積の結果を示す．ただし，図 3-5，図 3-6 に示す値は，Case1 の値を用いて正

規化した値とした． 

図 3-5 において，放電経路の伸長が同等であった Case2 と Case3 のエネルギ伝達割合

は Case1 に比べて大きい．よって，低流速条件において放電後半の電力供給増加は，ガ

スへのエネルギ供給量を効率的に増加させることへ寄与することを確認できた．図 3.6 に

おいて，火炎核の大きさは，放電開始直後から電力アシストにより供給可能電力を増加

させた Case 2 で最も大きくなった．また，放電開始後 0.5[ms]から電力アシストにより供

給可能電力を増加させた Case 3 の電力波形を用いた場合も，Case 1 の電力波形に比べて

火炎核増大へ寄与することが確認できた． 

以上の検討から，放電後半の出力可能な電力を増加させる Case 3 の波形は，火炎核の

増大に対して効果があり，同条件における燃焼状態の改善につながる可能性が示唆され

た．図 3-6 へ示すように，Case 3 の電力流波形を用いることで，従来（Case1 相当）に比

べて火炎核成長を促進し，安定燃焼へ繋がる見込みを得た．ただし，エンジンの安定燃

焼に必要な火炎核の増大要求（図 3-6 では仮に 102[%]を REQ と想定）の推定は困難で

あるため，表 3-1#A の仕様に基づいた点火コイルを試作し，実機エンジン評価を行うこ

ととした． 
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図 3-5 放電エネルギのガスへの伝達割合 

 

 

図 3-6 火炎核体積の推定結果 
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3.2.解決策 

表 3-1#A の電力波形を実現するには，経時低下する放電電力の後半で放電電力を増加

させる必要がある．しかし，従来の 1 次コイルへ蓄積したエネルギの放出のみで実現さ

せることは困難である．そこで筆者ら [24]は，従来方式の点火コイル#B へ 3 次コイルを

追加し，このコイルへ蓄積したエネルギを電力補助に使用する方式を考案した． 

試作した点火コイルの構成 

図 2-16 へ試作した点火コイルの構成を示す．3 次コイルは 1 次回路と同様に，通電制

御用 IGBT（絶縁ゲートバイポーラトランジスタ）と制御回路を備える．2 次電流の補助

を制御するための補助信号線が制御回路へ入力され，制御回路からは IGBT を駆動する

ためのゲート信号が出力される． 

試作した点火コイルの動作原理 

図 2-17 へ試作した点火コイルの動作原理を示す．1 次コイルの通電が遮断されたこと

に伴い，2 次コイルで生じた電圧を受けて，点火プラグの電極間が通電する．通電期間中

に補助信号を ON にすると，3 次コイルで生じた電流変化が 2 次コイルの電流を増幅す

る．通電期間中であれば，補助の期間を自由に設定できるため，放電エネルギの時間配

分制御が可能となる． 

試作点火コイルの動作確認結果 

図 2-16 の試作品を動作させた結果の W2 波形例を図 3-7（a）（b）（c）へ示す．Case1，

2，3 それぞれへ相当する放電方法として Not assist（#N），Full assist（#F），Half assist（#H）

を設定し，電力補助機能による電力の増加を確認できた． 放電電力補助機能の応答遅延

は約 0.1[ms]であり，放電期間に対して十分小さいため問題無いと判断した． 

試作点火コイルの変電効率 

#N，#F，#H のそれぞれについて，1 次エネルギと 2 次エネルギの関係を図 3-8 へ示

す．エネルギの入出力比より，電力変換効率は約 30[%]である．この変換効率は#N，#F，
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#H の何れの場合でも同様である．そのため，3 次コイル使用による電費影響は少ないも

のと考えられる． 

 

 

（a） Case1:Not assist（#N） 

 

 

（b） Case2:Full assist（#F） 
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（c） Case3:Half assist（#H） 

図 3-7 点火コイル試作品を動作させた結果の W2 波形例 

 

 

図 3-8 点火コイルの変電効率 
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3.3.試験方法と試験装置 

試験方法 

本研究においては，次の手順で試験を行う． 

(1) 自動車用多気筒ガソリンエンジンの各気筒へ，放電電力補助機能付き点火コイル

を装着． 

(2) 気筒ごとに放電電力補助機能無しと有りで分け，「燃費」「電費」「発熱」の比較評

価を行う． 

試験エンジン 

試験用エンジンの仕様と運転条件を表 3-2，表 3-3 へ示す．低圧 EGR 付エンジンへ，

排気絞り弁を追加することで排圧を上げて EGR 率を上昇させ，点火時期を進角すること

で，タンブルが崩壊する前の筒内流速が速い期間へ点火時期を設定した． 

 

表 3-2 試験用エンジンの仕様 

 

表 3-3 試験用エンジンの運転条件 

 
 

筒内流速の向上策 

筒内流速の向上を目的として，南波ら [82]の研究を参考に，吸気ポートへ流速向上デ

バイスを追加した．図 2-21 へ示すようなノズルアダプタを吸気ポートへ設置した．流体

解析（CFD）の結果，図 2-22 へ示すとおり，点火時期における流速は約 8[m/s]となった． 

No. Index Spec.
1 Engine Four-cylinder
2 Bore 79.7[mm]
3 Stroke 81.1[mm]
4 Compression ratio 10.4[-]
5 Displacement 404.6[ml]
6 S/B 1.0[-]
7 Con.rod length 139.0[mm]
8 EGR loop Low pressure

No. Index Spec.
1 Ne 2400[rpm]
2 IMEP 1.0[MPa]
3 Ignition timing 32[deg. BTDC]
4 A/F 14.7[-]
5 EGR Ratio 28[%]
6 Fuel 100[RON]
7 Intake temp. 25[deg.C]
8 Intake Humidity 60[%]
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点火デバイス 

試験用点火プラグと点火コイルの仕様を表 2-5，表 2-6 へ示す．点火コイルは一般市

販品と比べて，高エネルギ品を基に，放電電力補助機能を追加し，追加した制御信号配

線へ補助信号を与えることにより，放電電力補助の有無や期間を設定できる．点火プラ

グは特殊な電極形状のものではなく，市販品の中から中心電極と接地電極へ貴金属チッ

プが採用されているものを用いた． 

効果検証方法 

本研究では，「燃費」と「電費」のトレードオフと，「発熱」抑制効果について評価す

る．評価対象ごとの評価指標と計測方法を示す． 

(1) 燃費 

燃費の悪化要因に失火等による出力低下があるため，変動係数 COV of IMEP を評

価指標とする．具体的には，筒内圧力とクランク角度から IMEP を算出し，各気筒

68 サイクル分の変動係数を算出する． 

(2) 電費 

点火コイルの充電エネルギ E1 を評価指標とする．（気筒別のサイクル平均）具体的

には，プローブを用いて I1 と V1 を測定，乗じた上で，時間積分して，E1 を算出． 

(3) 発熱 

点火コイル内部の温度を評価指標とする．具体的には，点火コイル内部へ熱電対を

埋設し，温度計測する． 

以下，放電に関わる計測や評価に用いる記号と単位は次のとおりとする． 

1 次電流 I1[A]，2 次電流 I2[mA]，3 次電流 I3[A]，1 次電圧 V1[V]，2 次電圧 V2[kV]，3 次

電圧 V3[V]，1 次電力 W1[W]，2 次電力 W2[W]，3 次電力 W3[W]，1 次エネルギ E1[mJ]，2

次エネルギ E2[mJ]，3 次エネルギ E3[mJ] 

実験装置 

点火放電と燃焼の状態を確認するために収録した項目を表 2-9 へ示す．点火放電は微

小時間に生じるため，計測器と収録器には高い時間分解能と短い収録周期が要求される． 

本研究においては，ベースクロック確度が 50[ppm]の計測装置を用いて，2.5[μs]周期

で全ての信号を同時に収録した．表 2-9 に基づき，構成した試験装置を図 2-36 へ示す．

全ての計測信号を収録器へ接続し，全気筒分をリアルタイムで PC へ計測データを保管

する．収録データは PC にて，燃焼解析などの後処理を行う．点火プラグの取り付け方向
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は，接地電極をクランク軸方向に統一した．再放電回数について，ベースの点火方法（#N）

では気筒差が無いことを予め確認した． 

3.4.試験結果および考察 

実験結果 

放電電力の補助機能無し（#N）と補助機能有り（#F）（#H）それぞれについて，θIG-10

と IMEP の測定結果を図 3-9，図 3-10，図 3-11 へ示す．点火性能を評価するための一般

的な指標として θIG-10[deg.]があり，これは放電開始から燃焼質量割合 10[%]へ至るまでの

クランク角度である．図 3-9 は，燃焼サイクルごとの θIG-10 の遷移を示したものである．  

 

 

図 3-9 燃焼サイクルごとのθIG-10 

 

図 3-10 は，図 3-9 の平均値と標準偏差を示したものである．図 3-10 において#F と#H

の θIG-10 は，#N と比べて短縮した上，サイクルばらつきも低減しており，点火性能の向

上を確認できた．さらに，#F と#H の θIG-10 は同等である．筆者ら [24]による過去の試験

結果（図 2-47）では，#F と#H は#N と比べて，再放電が抑制されることを確認している．

これらのことから，数値計算により示されたように，放電経路が伸長した際の再放電を

抑制することで，点火性能が向上したものと考える． 
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図 3-10 θIG-10 の平均値 

 

その結果，図 3-11 において#F と#H は#N と比べて IMEP の低下抑制を確認できた．

（図 3-12） 

 

 

図 3-11 燃焼サイクルごとの IMEP 

 

次に，放電電力の補助機能無し（#N）と補助機能有り（#F）（#H）それぞれについて，

I2，V2，W2 の測定結果をそれぞれ表 3-4，表 3-5，表 3-6 へ示す． 
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表 3-4 Case1 実験結果（#N） 
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表 3-5 Case2 実験結果（#F） 
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表 3-6 Case3 実験結果（#H） 
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ここで表 3-4，表 3-5，表 3-6 の W2 は，I2 と V2 を乗じることで算出した．さらに#F，

#H の I2，W2，については，I3，W3，が含まれた値である． 

V2 波形において，放電期間終盤で電圧が上昇している．これはグロー放電期間の終了

に伴い，放電経路が消失して，電極間電圧が上昇したものと考えられる． 

I2 波形において，#H は#N と比べて，放電期間後半に電流が増加していることから，実

エンジン環境において，放電電力補助機能が有効に動作し，エネルギの時間配分制御が

可能であることを確認できた． 

W2 波形において，#H は#N と比べて，放電期間後半の電力が低下していない．このこ

とから，# F と#H は#N と比べて，放電期間後半においても放電経路が伸長し，着火性の

改善が期待できる．一方，W2 の時間積分値は，#N および#H と比べて#F が大きくなって

いることから，#Fの発熱増大が懸念される．そのため次に点火コイル温度の評価を行う． 

考察 

先に述べた効果検証方法に基づき，燃費，電費，発熱についての評価結果を図 3-12 と

図 3-13 へ示す． 

放電電力補助機能を用いた点火エネルギの時間配分制御による，燃焼安定性，点火コ

イルの充電エネルギ，点火コイルの発熱への影響について確認する．図 3-12 図 3-13 に

おいて，#N，#H，#F は，点火エネルギが増大すると，燃焼が安定しており，トレードオ

フの関係にある．一方#H は，#N と同等の点火エネルギで，且つ#F と同等の燃焼安定性

であり，トレードオフ解消のポテンシャルがある． 

ここで，#N，#F，#H の燃焼安定性は，点火エネルギに対して線形関係になく，図 3-6

の傾向と異なる．これは，失火等の抑制に必要な火炎核体積（図 3-6 の REQ）があると

仮定すれば，#H と#F で生成した火炎核体積が，要求火炎核体積を満足したものと考え

る．その結果，#H と#F で失火等が抑制され，燃焼が安定したものと考える． 

また，図 3-14 へ示すとおり，#H と#N の点火コイル温度はほぼ同等であり，#F より

大幅に低下していることから，提案した点火エネルギの時間配分制御による発熱抑制効

果を確認できた．以上の実エンジン検証結果は，数値計算による現象解明結果と傾向が

一致していることから，提案した点火エネルギの時間配分制御により電費抑制と点火性

能向上を両立する現象を解明できた． 
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図 3-12 1 次エネルギへ対する燃焼安定性の評価 

 

 

図 3-13 2 次エネルギへ対する燃焼安定性の評価 
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図 3-14 点火コイル温度評価 

 

3.5.章のまとめ 

希釈燃焼の着火性向上を目的とした，筒内ガスの高流動化における，点火の省エネル

ギ化を研究目的として，放電中の電力需給差削減を検討し，実エンジンで検証した結果，

以下の結論を得た． 

(1) 火炎核成長を阻害しない，電力需給差削減コンセプトを提案した． 

(2) 電力需給差削減のため，能動式コイルを追加した点火コイルを試作し，点火エネル

ギの時間配分制御を可能とした． 

(3) 点火エネルギの時間配分制御により，点火の省エネルギ化と着火性を両立し，正味

燃費改善の見通しを得た． 
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第4章 結言 

本研究では，ガソリンエンジンの課題である「燃費」「電費」「耐久性」の両立を目標と

した．その上で，点火における放電エネルギの時間配分制御を提案し，効果検証と現象

解明について研究を行ってきた． 

 

第 1 章では，社会問題よりエンジンの課題を設定した．最初に，SDGs の目標 7 と目標

13 への技術的貢献を研究目的とした．この 2 つの目標を達成するための，エンジンの社

会的な最優先課題の一つは，ガソリンエンジンの燃費低減である．しかし，燃費（CO2）

と排気（NOX）の間にはトレードオフが生じる．解決策の 1 つに希釈燃焼があり，これ

によるトレードオフ解消を，ガソリンエンジンの課題とした． 

そして次に，希釈燃焼の副作用を抽出し，研究対象を設定した．希釈燃焼による新た

な問題として，着火性低下がある．先行研究について調査を実施した結果，着火性低下

については，流動強化や点火強化が有効であることが判った．しかし，点火強化による，

電極耐久性低下や電費増大が懸念される．そのため，「耐久性低下の抑制」と「電費増大

の抑制」を研究対象とした． 

 

第 2 章では，耐久性低下の抑制方法を調査した．EGR 燃焼の着火性向上を目的とした，

筒内ガスの高流動化における，点火用電極チップの消耗低減を目的として，再放電回数

の低減方法を検討し，実エンジンで検証した結果，以下の結論を得た． 

(1) 放電の低電流期間を短くすることで，再放電回数を低減できる． 

(2) 再放電回数を低減することで，電極チップの消耗体積を低減できる． 

(3) 放電エネルギの時間配分制御により，再放電回数を従来比で半減し，同時に燃焼

安定性を向上した． 

 

第 3 章では，電費増大の抑制方法を調査した．希釈燃焼の着火性向上を目的とした，

筒内ガスの高流動化における，点火の省エネルギ化を目的として，放電中の電力需給差

削減を検討し，実エンジンで検証した結果，以下の結論を得た． 

(1) 火炎核成長を阻害しない，電力需給差削減コンセプトを提案した． 

(2) 電力需給差削減のため，能動式コイルを追加した点火コイルを試作し，点火エネ

ルギの時間配分制御を可能とした． 

(3) 点火エネルギの時間配分制御により，点火の省エネルギ化と着火性を両立し，正

味燃費改善の見通しを得た．
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